
令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01759 市立医師会医療センター運営事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松　弘明
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 市立病院管理Ｇ

予
算
科
目

基本事業名 001 安全・安心な医療体制の充実と健康づくり拠点の整備 内線番号 2211
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 13 諸支出金 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成12年度期間
項 01 公営企業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 01 病院事業費  根拠法令・条例等 霧島市病院事業の設置及び管理に関する条例

評価区分 標準評価 評価対象 ２次評価 関連計画 霧市立医師会医療センター施設整備基本計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
公営企業の基本原則である独立採算制を堅持しながら、健全な病院経営に努め、住民に必要な医療を安定的かつ継続的に提供していくため、
霧島市病院事業における霧島市立医師会医療センターの運営に対して、一般会計が負担すべき額を病院事業会計へ繰り出す。
病院設置による地方交付税措置がある負担金と政策医療としての負担金がある。

（病院名称）霧島市立医師会医療センター
（開設者）霧島市長
（経営形態）地方公営企業法一部適用　指定管理者制度
（指定管理者）公益社団法人姶良地区医師会

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

患者数 人ア 144,554 140,000 149,534 140,000 140,000
医師会医療センターでの受診希望者（紹介患者数） 人イ 6,269 6,000 6,523 6,000 6,000

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

病院 病床数 数ア 254 254 254 254 0
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

安定的な経営ができる 経常収支比率 ％ア 103.40 104.20 102.40 103.20 0
安定的な経営ができる 医業収支比率 ％イ 102.80 102.60 101.90 101.60 0

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　高齢化に伴う医療需要の増加等に対応するため、姶良地区医師会等の関係機関と連携し、夜間・休日における二次救急医療体制の更なる強化を
図るとともに、深夜帯における一次救急医療体制の整備について検討を行います。
　また、医療ニーズへの的確な対応ができるよう、市立医師会医療センターの施設整備や機能充実に努めるとともに、市民の健康づくり、子育て
支援の拠点として、乳児から高齢者まで幅広い保健サービスを提供でき、保健・福祉等の連携が図られる多機能・複合的な保健センターの整備を
目指します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

○公的医療機関として地域医療を担いつつ、経営の健全化に努めるとと

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0もに、姶良・伊佐保健医療圏域の中核病院としての役割を果たしながら
、質の高い医療を提供する。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0○総務省の「新公立病院改革ガイドライン」により、平成28年度に改定
を行った「霧島市立医師会医療センター改革プラン第3版」に基づき、 地 方 債 千円 0 0 0 0 0引き続き現行の指定管理者制度の健全な経営の下で、安定的な医療提供
サービスを行う。また、そのために必要不可欠な施設整備や人材確保に そ の 他 千円 0 0 0 0 0ついても、各関係機関との検討や協議を重ね、平成30年度に策定した施
設整備基本計画に基づき、施設整備基本設計等に取組む。 一 般 財 源 千円 218,973 218,389 218,389 217,805 344,280

事業費 千円 218,973 218,389 218,389 217,805 344,280

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

一般会計からの繰り出し額　218,389千円 医療機器などの更新や新設により病院の機能強化を図るとともに健全経
営に努めた結果、黒字決算になった。
(病院事業収益）　5,813,291千円
(病院事業費用）　5,726,029千円
(当期純利益）　 　　87,262千円
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01759 市立医師会医療センター運営事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
地域医療を確保することや、救急・小児・周産期医療、高度・先進医

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
療、過疎地に対する医療など採算性の面から民間では困難な医療（政
策医療）を提供する事は、行政の役割である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ① レ
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
「霧島市立医師会医療センター改革プラン第３版」の内容を踏まえ、引き続き、地域における基幹的な公的中
核病院として、地域医療提供体制の確保を図り、安定した経営の下で、へき地医療・不採算医療や高度・先進
医療等を提供する重要な役割を担っていく。また、その役割や望ましい機能を果たす為に、新たな施設整備が
必要であることから、施設整備基本計画に基づき、施設整備に向けて段階的に取り組む。（２）令和 2年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

必要不可欠な施設整備や人材確保など各関係機関との検討や協議をはかりながら、現行の指定管理者の健全な
経営の下で、安定的な医療提供サービスを行いながら、施設整備基本計画に基づき、施設整備に取り組む。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名 保健福祉部長　西田　正志
拡　充 ④ ② ① レ
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
「霧島市立医師会医療センター改革プラン第３版」の内容を踏まえ、引き続き、地域における基幹的な公的中
核病院として、地域医療提供体制の確保を図り、安定した経営の下で、へき地医療・不採算医療や高度・先進
医療等を提供する重要な役割を担っていく。また、その役割や望ましい機能を果たす為に、新たな施設整備が
必要であることから、施設整備基本計画に基づき、施設整備に向けて段階的に取り組む。（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01759 市立医師会医療センター運営事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金            218,389            217,805            344,280
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

           218,389            217,805            344,280計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源            218,389            217,805            344,280
計            218,389            217,805            344,280

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額     218,389
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0     218,389

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01846 発達相談事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松　弘明
施策名 004 共生社会実現に向けた障がい児（者）の支援 グループ 発達支援グループ

予
算
科
目

基本事業名 003 障がい児の支援体制の充実 内線番号 4310
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 03 民生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成20年度期間
項 01 社会福祉費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 障がい者福祉費  根拠法令・条例等 発達障害者支援法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21、子ども・子育て支援事業計画、障害者福祉計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　こどもの発達に関する相談窓口として平成２４年４月１日、こども発達サポートセンター「あゆみ」を開設。（臨床）心理士による相談事業を
行う。

　対象者：　１８歳未満で発達に不安のある子どもやその保護者等
　内容等：　・発達の相談や検査を行い保護者等にこどもの特性を説明する。
　　　　　　・相談や検査で、発達に偏りがあっても保護者や支援者の支援がスムーズに行われるよう助言する。
　　　　　　・自宅や保育園・幼稚園、学校等で特性に応じた支援を受けられるよう助言したり、医療機関の受診や療育機関の紹介
　　　　　　　など継続的に支援を行う。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

相談回数 回ア 100 80 100 80 80
相談者数（実） 人イ 121 100 125 100 100
相談者数（延） 人ウ 208 160 205 160 160

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

０～１８歳未満 ０～１８歳未満の数 人ア 22,205 22,648 21,915 21,882 21,834
サポートセンターの一般相談者来所・電話相談件数（延べ、随時相談）人イ 1,523 1,500 1,120 1,500 1,500

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
特性に応じた支援を受けることができる。自立支援サービス利用の利用、集団生活の場

での支援を検討したケース 人ア 160 120 213 120 120
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　学校等と連携し、障害のある子ども一人ひとりに応じた特別支援教育の更なる充実を図ります。
　また、療育の必要な子どもの成長に応じて、児童発達支援・放課後等デイサービス等の円滑な活用や相談体制の強化に努めます。
　さらに、こども発達サポートセンター「あゆみ」の相談支援体制の充実に努め、関係機関と連携し、発達障害の早期発見から早期療育への迅速
な対応を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　家庭での関わり方の助言や集団(園や学校)生活で子どもの特性に応じ

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0た関わり方の助言を行う。就学や進級・進学で支援が継続できるように
教育支援アドバイザーとともに取り組む。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0　園や学校から情報提供してもらい相談・支援に活用し、相談結果を保
護者や関係機関(園・学校・療育機関)に活用してもらう。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 948 1,124 1,119 957 1,037

事業費 千円 948 1,124 1,119 957 1,037

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

発達相談（予約制）：年100回・相談者数　延：205人　（実：125人） ・発達相談の窓口として認知され、園や学校から相談を勧められるケー
スが増えてきている。
・相談は幼児（66.8％）、児童・生徒（33.2％）で、乳幼児の相談割合
は、児童・生徒の相談件数を上回っている。
・園や学校からの情報提供書をもらうことでより子どもの実態に合った
支援の提案(関わり方や療育・支援級等の提案等)ができた。学校からの
情報収集・提供にあたっては教育支援アドバイザーが調整することで子
どもにあった支援の充実が図られた。
・幼児の検査を50名、小・中学生の検査を25名実施し、保護者に対して
検査の結果と支援方法について説明すると共に紙面にて園・学校・療育
機関等に情報提供し活用してもらった。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01846 発達相談事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
発達障害者支援法で、市は障害の早期発見と支援を行うことが義務付

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
けられているため妥当であり、身近な専門性のある相談先であるため
、事業廃止できない。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　家庭での関わり方の助言や集団(園や学校、児童クラブ等)生活で子どもの特性に応じた関わり方の助言を行
い、子どもの状態に応じて療育機関へつなぐ。就学や進級・進学で支援が継続できるように教育支援アドバイ
ザーとともに取り組む。
　園や学校から情報提供してもらい相談・支援に活用し、相談結果を保護者や関係機関(園・学校・療育機関)（２）令和 2年度の改革改善の内容
に活用してもらう。また、必要に応じて巡回支援専門員による巡回支援につなげる。　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

18歳未満で発達に不安のある子どもやその保護者等を対象に予約制で心理士による相談事業を行う。就学に向
けた相談も増えているため、子どもにあった相談や検査に取り組んでいく。
発達障害の特性(感覚の敏感さ等)の評価(感覚プロファイル)も行い、特性に応じた助言ができるようにしてい
く。（３）令和 3年度の方向性
主な経費　報償費、需用費(消耗品費)、役務費　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01846 発達相談事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                800                800                800
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                145                140                220

消 耗 品 費                145                140                220
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                 17                 17                 17
通 信 運 搬 費                 17                 17                 17
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                157                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,119                957              1,037計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              1,119                957              1,037
計              1,119                957              1,037

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       1,124
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       1,124

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01847 発達支援教室事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松　弘明
施策名 004 共生社会実現に向けた障がい児（者）の支援 グループ 発達支援グループ

予
算
科
目

基本事業名 003 障がい児の支援体制の充実 内線番号 4310
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 03 民生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成20年度期間
項 01 社会福祉費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 障がい者福祉費  根拠法令・条例等 発達障害者支援法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21、子ども・子育て支援事業計画、障害者福祉計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
対象者：発達に不安のある子ども（0～6歳児）
場　所：霧島市国分障がい者福祉体育館（働く女性の家敷地内）
内容：小集団での遊びのプログラムを通して子どもへの関わり方を保護者とともに考える。
　　　必要に応じて専門職（医師・心理士・言語聴覚士・理学療法士・作業療法士）の相談や早期療育を勧める。
　　　就園が決まったら園に提出できる移行支援シートを作成し保護者に渡す。(教室の様子を伝え子どもの支援に活用してもらう）
　　　２歳前後の子どものクラスと３歳以上の子どものクラスに対象児を分け、月１回ずつ実施する。（にこにこ教室）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

にこにこ教室実施回数 回ア 24 24 24 24 24
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

０～６歳児 ０～６歳児の数 人ア 8,206 8,437 8,042 8,030 8,012
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
特性を理解してもらい、対応方法を見いだ
してもらう。 にこにこ教室参加者数（延べ） 人ア 115 150 103 150 150

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　学校等と連携し、障害のある子ども一人ひとりに応じた特別支援教育の更なる充実を図ります。
　また、療育の必要な子どもの成長に応じて、児童発達支援・放課後等デイサービス等の円滑な活用や相談体制の強化に努めます。
　さらに、こども発達サポートセンター「あゆみ」の相談支援体制の充実に努め、関係機関と連携し、発達障害の早期発見から早期療育への迅速
な対応を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

個別的なプログラムや支援が必要な子どもを対象にした教室を2歳前後

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0と3歳児以降の2クラスに分け、対象年齢に応じたプログラムで発達支援
教室を実施する。(2クラスを月1回ずつ年24回実施) 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0発達相談や乳幼児発達相談、すこやか保健センターから健診や親子教室
・心理相談等からにこにこ教室に参加勧奨し、療育機関への移行を支援 地 方 債 千円 0 0 0 0 0するとともに、療育の待機期間中は保護者への関わり方の助言や就園に
向けての助言を行う。就園児については園での支援方法の助言も行って そ の 他 千円 0 0 0 0 0いく。

一 般 財 源 千円 1,166 1,224 1,132 1,224 1,224
事業費 千円 1,166 1,224 1,132 1,224 1,224

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

にこにこ教室 ・発達相談事業や乳幼児発達相談事業、すこやか保健センターの健診や
　対象児を２歳前後のクラスと３歳以上のクラスに分け、月１回ずつ実 相談、親子教室から連絡のあった子どもに対して、継続した支援を行っ
施 た。
　実施回数　24回 ・教室に参加しているときの子どもの様子を保護者と共有し、特性と関
　参加者数　実人数29人　延人数103人 わり方の助言をしつつ、療育機関にスムーズに移行できた。

・就園する子どもに対して就園先の園で子どもが適切な支援が受けられ
るよう移行支援シートを作成し保護者に渡した。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01847 発達支援教室事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
　発達障害者支援法で、市は、障害の早期発見と支援を行なうことが

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
義務づけられているため妥当であり事業廃止できない。発達支援教室
に参加することで、保護者に特性を理解してもらい子どもへの対応方

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 法のアドバイスを受けられ、状況によって早期療育につながる。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
個別的なプログラムや支援が必要な子どもを対象にした教室を2歳前後と3歳児以降の2クラスに分け、対象年
齢に応じたプログラムで発達支援教室を実施する。(2クラスを月1回ずつ年24回実施)
発達相談や乳幼児発達相談、すこやか保健センターでの健診や親子教室・育児相談等からにこにこ教室に参加
勧奨し、療育機関への移行を支援するとともに、療育の待機期間中は保護者への関わり方の助言や就園に向け（２）令和 2年度の改革改善の内容
ての助言を行う。就園児については園での支援方法の助言も行いつつ、巡回支援専門員の巡回支援の提案をし　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）
ていく。

発達に不安のある子ども(0～6歳児)に対してにこにこ教室を開催する。
主な経費　報償費、消耗品費

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01847 発達支援教室事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                891              1,199              1,199
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 25                 25                 25

消 耗 品 費                 25                 25                 25
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                216                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,132              1,224              1,224計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              1,132              1,224              1,224
計              1,132              1,224              1,224

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       1,224
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       1,224

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01848 発達障害啓発事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松 弘明
施策名 004 共生社会実現に向けた障がい児（者）の支援 グループ 発達支援グループ

予
算
科
目

基本事業名 003 障がい児の支援体制の充実 内線番号 4310
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 03 民生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成20年度期間
項 01 社会福祉費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 障がい者福祉費  根拠法令・条例等 発達障害者基本法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21 子ども・子育て支援事業計画 障害福祉計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
発達に関する学習会、講演会を実施する。
　　対象：市民や発達に不安を抱える子どもの保護者及び支援者
　　内容：発達障がい等に関する正しい理解と対応方法について学び、地域の中での支援の輪を広げていく。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

一般市民・保護者向け学習会実施回数 回ア 6 7 7 7 7
支援者（保育士）向け学習会実施回数 回イ 7 6 6 6 6

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 124,785 126,230 124,367 124,181 123,908
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
発達障害等に対する理解を深め、対応方法
を理解してもらう。

一般市民・保護者向け学習会参加者数（延べ
） 人ア 575 600 689 300 600

発達障害等に対する理解を深め、対応方法
を理解してもらう。

支援者向け学習会参加者数（延べ）人イ 358 360 401 200 360
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　学校等と連携し、障害のある子ども一人ひとりに応じた特別支援教育の更なる充実を図ります。
　また、療育の必要な子どもの成長に応じて、児童発達支援・放課後等デイサービス等の円滑な活用や相談体制の強化に努めます。
　さらに、こども発達サポートセンター「あゆみ」の相談支援体制の充実に努め、関係機関と連携し、発達障害の早期発見から早期療育への迅速
な対応を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　昨年度の参加者からのアンケートよりペアレント・トレーニングにつ

事
業
費

国庫支出金 千円 91 111 105 95 95いてもう少し詳しく知りたいという要望があった。現在の事業費では費
用対効果的にも希望者への完全実施は難しいため、一般向けには昨年度 県 支 出 金 千円 45 55 52 47 47よりペアレント・トレーニングに関する講話の回数を増やし、支援者向
けにはペアレント・トレーニングを支援者向けに開発されたティーチャ 地 方 債 千円 0 0 0 0 0ーズ・トレーニングを応用し、サポーターズ・トレーニングとして６回
開催する。 そ の 他 千円 0 0 0 0 0

一 般 財 源 千円 47 56 52 48 48
事業費 千円 183 222 209 190 190

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

一般市民・保護者向け学習会　　年7回　　689人 ・支援者を対象に臨床発達心理士による発達障害の基礎知識から事例検
支援者向け学習会　　　　　　　年6回　　401人　　※夜間開催あり 討の演習を行った。また、発達外来に従事している医師による最新の発

達障害に関する知識と保護者支援についての講話を行った。参加者から
は、発達障害に関する理解が深まったと同時に現場で役立つ技能を学べ
たので、毎年開催して欲しいという意見が寄せられた。
・一般市民を対象に大学教授、療育専門家、学校関係者による、発達障
害についての基礎知識と、年代に応じた困り感や対応方法について講義
を行った。市民からはより理解が深まったという意見や相談を希望され
る方がいた。
・H27年以降は発達支援講演会は実施せず学習会のみ実施している。(①
活動指標⑤成果指標から削除)
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01848 発達障害啓発事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

■ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
発達障害者支援法で市町村は発達障害の早期発見や支援のための施策

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
を講じるよう義務づけられており、広く市民に対して発達障害に関す
る啓発を行う事業であるため事業廃止はできない。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
令和元年度の障害者自立支援協議会こども専門部会において、教育と福祉の連携による啓発事業の取り組みの
必要性を示唆されており、令和2年度より保育所、幼稚園、療育機関等の支援者向けに巡回支援専門員事業も
実施されることから、関係機関との連携を図りながら実施する必要がある。ただし令和2年度においては、新
型コロナウイルス感染症の蔓延防止対策のため募集人員を従来の半分とする。（２）令和 2年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

支援者向けの学習会については、令和2年度より保育所、幼稚園、療育機関等の支援者向けに実施された巡回
支援専門員事業の実績、評価を踏まえ、関係機関との連携を図りながら実施する必要がある。
一般市民向けの学習会については、アンケート結果等を参考に引き続き発達障害についての基礎知識と、年代
に応じた困り感や対応方法についての学習会を行う。（３）令和 3年度の方向性

　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01848 発達障害啓発事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                169                169                169
０９ 旅 費                  8                  8                  8
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 32                 13                 13

消 耗 品 費                 30                 10                 10
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  2                  3                  3
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               209                190                190計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                105                 95                 95
県 支 出 金                 52                 47                 47
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                 52                 48                 48
計                209                190                190

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         222
国庫支出金 地域生活支援事業費補正予算          105           0
県支出金 地域生活支援事業費           52           0

一般財源           52           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         222

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計          157
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01852 感染症予防事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松　弘明
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 保健予防グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 2181
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成17年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 予防費  根拠法令・条例等 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、新型イン

評価区分 標準評価 評価対象 ２次評価 関連計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
感染症予防の啓発、及び新型コロナウイルス感染症や新型インフルエンザ・SARS・食中毒等の感染症の発生時に市民に感染拡大予防について周知
し、消毒活動を行う事業である。

（注釈）
【新型コロナウイルス感染症】2019年12月に中国で確認された新しいコロナウイルスによる感染症で、WHO(世界保健機関）が世界的な流行と発表
し、4月には全国に緊急事態宣言が出された。

【SARS(新型肺炎)】重症急性呼吸器症候群のことで38度以上の急な発熱、せきや息切れなどの呼吸困難を起こし肺炎で重くなると死に至る病気で
ある。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

広報回数 回ア 4 4 5 5 5
消毒件数(延べ) 件イ 0 0 0 0 0

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
一般住民のうち汚染地域にいる感染症の恐
れのある者 人口 人ア 124,785 126,230 124,367 124,181 123,908

イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

感染症のまん延防止ができる 重篤な感染症に伴う発生患者数 人ア 0 0 0 0 0
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

広報誌やホームページなどで感染予防について周知を図り、市内での感

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0染症発生に備えて、住民への円滑な対応方法を検討していく。
また、感染症の発生やまん延を予防するには、予防接種が重要であるた 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0め、予防接種の必要性についても周知を図る。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 0 142 26 122 2,006

事業費 千円 0 142 26 122 2,006

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

広報誌・自治会文書・ホームページなどにおける感染症流行等の周知を 広報誌・自治会文書・ホームページなどで感染症流行の情報提供や予防
行った。 対策の注意喚起を行い、感染拡大防止に努めた。特に新型コロナウイル
新型コロナウイルス感染症については、２月から３月までに情報共有会 ス感染症に関しては、予防対策について市民への情報発信に努め、基本
議及び対策会議を計９回開催した。新型コロナウイルス感染拡大予防の 的な手洗い・咳エチケットなどの行動変容を促した。
ため、庁舎内や市の公共施設に消毒液を配布し、市民向けにホームペー
ジや自治会文書などで感染防止などについて注意喚起を行った。

IP27P040



事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01852 感染症予防事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
感染症法に基づき実施しており、市民を感染症から守るために必要な

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
事業である。また、今回のように、新型コロナウイルスによる新たな
感染症も発生し、市が感染症対策を推進することで、感染拡大防止に

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 つながるため継続することが妥当である。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ① レ
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
今後も、広報誌やホームページなどで感染症予防について周知を図り、市内での感染者の発生に備えた対策に
取り組んでいく。
特に、新型コロナウイルス感染症については、未だ収束しておらず、日常生活での個人の感染防止対策が重要
であるため、市民への周知啓発を強化していく。（２）令和 2年度の改革改善の内容
また、予防接種は、感染防止に有効であるため、予防接種の必要性についても周知を図る。　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

これまでの方向性を継続しながら、新たな感染症が発生したときに備えて、本市としての体制を確立していく
。また、消毒液などの必要物品などの確保もしていく。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名 保健福祉部長　西田　正志
拡　充 ④ ② ① レ
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
今後も、広報誌やホームページなどで感染症予防について周知を図り、市内での感染者の発生に備えた対策に
取り組んでいく。
特に、新型コロナウイルス感染症については、未だ収束しておらず、日常生活での個人の感染防止対策が重要
であるため、市民への周知啓発を強化していく。（２）総評（２）総評
また、予防接種は、感染防止に有効であるため、予防接種の必要性についても周知を図る。
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01852 感染症予防事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                 18                 18
０９ 旅 費                  0                  8                  8
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 26                 30              1,980

消 耗 品 費                 26                 30              1,980
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                 66                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

                26                122              2,006計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                 26                122              2,006
計                 26                122              2,006

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         142
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         142

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01854 予防接種事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松　弘明
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 保健予防グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 2161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和23年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 予防費  根拠法令・条例等 予防接種法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21（第３次）

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
1.下記の定期接種を委託医療機関による個別接種で行う。子どもの予防接種料金は無料で、大人の予防接種料金は一部個人負担があるが生活保護
世帯は無料。
①子どもの予防接種　：四種混合・ＭＲ（麻しん風しん混合)・二種混合・不活化ポリオ・日本脳炎・ヒブ・小児用肺炎球菌・B型肝炎・水痘・子
宮頸がん予防ワクチン
※子宮頸がん予防ワクチンについては、現在は、積極的に接種を勧めるのを見合わせ中
②大人の予防接種：インフルエンザ・高齢者肺炎球菌ワクチン

2.ロタウイルスワクチンの任意接種を委託医療機関による個別接種及びその他医療機関で接種した際には償還払いで行う。予防接種料金は1価ワ
クチン（ロタリックス）は2回接種で1回につき9,000円、5価ワクチン（ロタテック）は3回接種で1回につき6,000円の助成。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

接種者数（延べ） 人ア 7,720 7,780 7,337 7,500 7,500
委託医療機関数（定期接種） 箇所イ 41 40 40 42 42

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
予防接種法において定められた年齢にある
者 予防接種対象者数（延べ） 人ア 8,124 8,150 7,992 8,000 8,000

イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
適切に予防接種を受けられるようにする 予防接種率 ％ア 95 95.50 91.80 95.50 95.50

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

予防接種率向上には、保護者の理解が重要となってくる。保護者に対し

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 14,132 14,132て、予防接種への理解を深めてもらうために、子育てガイドブックや広
報誌、FMきりしまなどで積極的に周知をしていく。また、成人男性を対 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0象にした風しんの追加的対策事業も開始となることから、個人通知だけ
でなく、広報誌などで周知を図り、抗体検査の受検率及び予防接種率の 地 方 債 千円 0 0 0 0 0向上に努める。
定期接種以外にもロタウイルスワクチン予防接種費用の一部助成を開始 そ の 他 千円 14,100 17,200 14,100 0 0したことから、ロタウイルスワクチンの接種率の向上を目指す。

一 般 財 源 千円 279,147 314,254 292,573 359,232 365,148
事業費 千円 293,247 331,454 306,673 373,364 379,280

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

B型肝炎予防接種　　3,068人 　平成31年度からロタウイルスワクチンの一部公費助成が始まり、接種
四種混合予防接種　　4,302人 率は80.5％であった。予防接種の必要性を広報誌やＦＭきりしま等で周
不活化ポリオ予防接種　　2人 知し、勧奨を行ったことが接種率向上につながったと考える。
二種混合予防接種　　902人 　風しんの抗体検査及び予防接種について、平成31年度は昭和47年4月2
ヒブワクチン予防接種　4,041人 日～昭和54年4月1日生まれを対象に無料クーポン券を発送し、年度途中
小児用肺炎球菌予防接種　4,201人 に未受検者及び未接種者に対して勧奨通知を発送し受検率向上につなげ
子宮頸がん予防ワクチン予防接種　21人（積極的勧奨見合わせ中） た。
MR（麻しん風しん混合）予防接種　2,134人 　風しんの抗体検査受検率　21.2％
水痘予防接種　2,078人 　　　　　　　予防接種率　77.6％
日本脳炎　4,863人
高齢者インフルエンザ　21,272人　　　高齢者肺炎球菌　1,133人
ロタウイルスワクチン予防接種　1,982人（内償還払い　14人）
風しんの抗体検査　1,222人　　予防接種　315人
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01854 予防接種事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

□ ■削減できない 削減できない

■ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
本事業は予防接種法で実施義務があり、予防接種を行うことは市の重

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
要な責務であり、対象者や受益者負担においても公平・公正である。
本事業に係る事務については最低限の職員で対応しているが、広報誌

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 等での周知、未受診者への通知、健診時の個別勧奨等を行い、さらに
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 接種率向上できる余地があると思われる。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
予防接種率向上には、保護者の理解が重要となるため、予防接種への理解を深めてもらうために、子育てガイ
ドブックや広報誌、ＦＭきりしまなどで積極的に周知をしていく。また、風しんの追加的対策事業についても
、風しんの抗体検査未受検者や、抗体がなく予防接種を受けていない未接種者への通知を行い、抗体検査の受
検率及び予防接種率の向上に努める。（２）令和 2年度の改革改善の内容
ロタウイルスワクチン予防接種については、任意接種での接種率が80％を超え、10月から定期接種になること　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）
も踏まえ、さらなる周知や接種勧奨を行い接種率向上を目指す。

風しんの追加的対策事業の最終年度となるため、広報誌やホームページ、ＦＭきりしまなどで積極的な周知を
行い、未受検者・未接種者への通知、健診時の個別勧奨で受検率及び予防接種率の向上に努める。
ロタウイルスワクチン予防接種が定期接種になることから、保護者への周知を徹底し、委託医療機関との連携
も強化しながら接種率の向上を図る。（３）令和 3年度の方向性

　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01854 予防接種事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                 21                 21
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  2                  2
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費              1,644              1,642              1,642

消 耗 品 費              1,065              1,011              1,011
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                579                631                631
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費              2,637              2,662              2,662
通 信 運 搬 費              2,398              2,387              2,387
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                239                275                275

１３ 委 託 料            302,275            368,443            374,359
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                117                594                594
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

           306,673            373,364            379,280計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0             14,132             14,132
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他             14,100                  0                  0

一 般 財 源            292,573            359,232            365,148
計            306,673            373,364            379,280

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額     331,454
その他 ふるさときばいやんせ基金補正予算       14,100       2,836

補正第２号            0      28,852
補正第８号            0     -26,016

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0     334,290

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計       14,100
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01858 特定不妊治療費助成交付事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松　弘明
施策名 002 安心して子どもを産み育てられる環境の充実 グループ 保健予防グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 妊娠期から乳幼児期までの切れ目のない支援の充実 内線番号 2161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成16年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 母子保健費  根拠法令・条例等 霧島市特定不妊治療費助成事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21（第3次）・霧島市子ども・子育て支援事業事業計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　不妊に悩む夫婦への支援として相談に応じるとともに、精神的・経済的負担の軽減を図るため、助成を行う。一定の要件を満たす夫婦に、特定
不妊治療に要した費用から県の助成金を控除した自己負担の一部を助成し、1回の治療につき15万円（凍結胚移植（採卵を伴わないもの）及び採
卵したが卵が得られない等のため中止したものについては7.5万円）までを下記のとおり助成する。また、平成28年度から特定不妊治療に至る過
程の一環として行う精子を精巣又は精巣上体から採取するための手術（以下「男性不妊治療」という。）を対象に追加する。
※特定不妊治療とは､体外受精と顕微授精をいう。

＜初めて助成を受ける際の妻の年齢（治療初日）が＞　・満40歳未満の方　⇒　43歳になるまでに通算6回まで　　・満40歳以上43歳未満の方
⇒　43歳になるまでに通算3回まで　　・満43歳以上の方　⇒　助成対象外
＜特定不妊治療の一環として男性不妊治療を実施した場合＞　・1回の治療につき15万円までを通算6回助成する。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

申請件数 件ア 132 150 137 150 150
補助金額 千円イ 15,219 18,076 15,707 17,505 17,505

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

不妊治療を必要とする夫婦 申請件数 件ア 132 150 137 150 150
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

不妊治療を行うことができる 不妊治療助成を受けて妊娠した人数（延べ）人ア 49 50 44 51 50
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　安心して妊娠・出産や子育てができるよう、妊婦や乳幼児を対象とした健康診査・健康相談・訪問指導、特定不妊治療等への支援、産後ケアな
どの支援体制の充実を図ります。
　また、地域子育て支援センターの機能充実や周知広報に努めるとともに、「霧島市こどもセンター」を核として、各地区の子育て支援センター
との連携を強化します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

単身赴任などで夫婦ともに本市に居住していない場合も、特定不妊治療

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0費の助成が受けられるようになったため、ホームページなどで周知を図
る。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0また、対象者の年齢上限もあるため、なるべく早いタイミングで治療を
始めることが重要であるため、助成制度の周知を図る。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 15,200 18,000 15,700 17,500 17,500
一 般 財 源 千円 7 76 7 5 5

事業費 千円 15,207 18,076 15,707 17,505 17,505

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成31年度から助成対象者を『夫婦ともに』から『夫もしくは妻いずれ 昨年度より申請件数が微増し、申請された88組の夫婦のうち44組が妊娠
か一方又は両方が本市に1年以上居住していること』へ要綱改正を行い した。
ホームページや窓口掲示等により、特定不妊治療を希望する夫婦に周知 平成31年度から助成対象者を『夫婦ともに』から、『夫もしくは妻いず
を行った。平成31年度は88組の夫婦から137件の申請があった。 れか一方又は両方が本市に1年以上居住していること』へ要綱改正を行

ったことにより助成対象者が広がり、利用された方の精神的及び経済的
負担の軽減を図ることができたと思われる。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01858 特定不妊治療費助成交付事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
特定不妊治療費助成交付事業は少子化対策において、重要な事業であ

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
り、子どもを望む夫婦の精神的及び経済的負担を軽減するためにも継
続していくことが適当である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
対象者の年齢上限が定められているので、なるべく早いタイミングで治療を始めることが重要になる。そのこ
とから、早めの対応を促す周知のあり方を検討する。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

少子化対策としても重要な事業であるため、継続していく。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01858 特定不妊治療費助成交付事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金             15,707             17,505             17,505
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            15,707             17,505             17,505計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他             15,700             17,500             17,500

一 般 財 源                  7                  5                  5
計             15,707             17,505             17,505

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      18,076
その他 きばいやんせ基金補正予算       15,700           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0      18,076

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計       15,700
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01860 妊婦健康診査事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松　弘明
施策名 002 安心して子どもを産み育てられる環境の充実 グループ 保健予防グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 妊娠期から乳幼児期までの切れ目のない支援の充実 内線番号 2161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和40年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 母子保健費  根拠法令・条例等 母子保健法第13条

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21（第3次）・霧島市子ども・子育て支援事業計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　妊娠届出書を提出した妊婦を対象に、妊婦健康診査受診票を交付し、県内及び県外の委託医療機関において、妊婦健康診査を実施している。健
康診査費用の負担を軽減することで、母体や胎児の健康確保を図ることを目的としている。14回（妊娠から出産までの間）の公費負担を行う。委
託契約を締結していない県外の医療機関（里帰り出産などが対象）については、償還払い制度にて対応し、受診者の経済的負担を軽減している。

※償還払い制度：健康診査費用を一旦自己負担していただき、後日申請することで払い戻しを受ける制度のこと。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

妊婦健康診査の受診者数（実） 人ア 1,675 1,700 1,603 1,650 1,700
妊婦健康診査の受診件数（延べ） 件イ 12,894 13,000 12,451 12,800 13,000

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

妊婦 妊娠届出数 人ア 1,082 1,100 1,018 1,100 1,120
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
母体や胎児の健康を確保し、安心した妊娠
期を過ごすことができる。 妊婦健康診査受診者数（実） 人ア 1,675 1,700 1,603 1,650 1,700
母体や胎児の健康を確保し、安心した妊娠
期を過ごすことができる。

出産までの妊婦健診受診回数（一人あたり）回イ 12 13 12 13 13
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　安心して妊娠・出産や子育てができるよう、妊婦や乳幼児を対象とした健康診査・健康相談・訪問指導、特定不妊治療等への支援、産後ケアな
どの支援体制の充実を図ります。
　また、地域子育て支援センターの機能充実や周知広報に努めるとともに、「霧島市こどもセンター」を核として、各地区の子育て支援センター
との連携を強化します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

妊婦が妊婦健康診査を受診することで、母体や胎児の健康を確保し、安

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0心した妊娠期を過ごすことができ、子どもや保護者等の健康の保持・増
進に繋がる。産科医療機関との連携を強化し、妊娠届の早期届出を推奨 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0するための普及啓発を図ることにより、妊婦健康診査の受診回数の向上
に努める。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 98,972 113,422 95,466 100,688 100,688

事業費 千円 98,972 113,422 95,466 100,688 100,688

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成31年度妊婦健康診査受診延べ件数：12,451件 昨年度に引き続き、県外に里帰りする妊婦に対しても個別契約を締結し
妊婦健康診査受診者数（実）：1,603件 、市民の利便性を図った。また、委託契約を締結できない医療機関を受

診した妊婦に対しては、償還払いにより助成を実施した。これらのこと
により、安心した妊娠期を過ごすことに繋がり、妊婦の健康が保持・増
進された。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01860 妊婦健康診査事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
妊婦が妊婦健康診査を受診することで、安心した妊娠期を過ごすこと

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
ができ、母体や胎児の健康が確保されることにつながる。また、市の
公費負担がなくなることは、経済的負担が増加し、妊娠期の健康管理

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 が十分なされず、妊娠出産のリスクにつながる。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
妊婦が妊婦健康診査を受診することで、安心した妊娠期を過ごすことができ、母体や胎児の健康が確保される
ことにつながる。妊娠届の早期届出の普及啓発を図ることにより、妊婦健康診査の受診回数の向上に努める。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

母子健康手帳発行時に受診推奨を行い、妊婦健康診査の受診率の向上に努める。また、産後うつの予防や新生
児への虐待予防等を図ることにより、妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援の強化を図る。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01860 妊婦健康診査事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  9                  9                  9
通 信 運 搬 費                  9                  9                  9
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料             94,884            100,000            100,000
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                573                679                679
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            95,466            100,688            100,688計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源             95,466            100,688            100,688
計             95,466            100,688            100,688

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額     113,422
補正予算            0     -12,000

補正第８号            0     -12,000
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0     101,422

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0

IP27P042



令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01869 乳幼児発達相談事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松　弘明
施策名 004 共生社会実現に向けた障がい児（者）の支援 グループ 発達支援グループ

予
算
科
目

基本事業名 003 障がい児の支援体制の充実 内線番号 4310
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成24年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 母子保健費  根拠法令・条例等 発達障害者支援法、母子保健法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21、子ども・子育て支援事業計画、障害者福祉計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
【乳幼児発達相談】

発育や発達に不安のある子どもや保護者に対して、専門職（言語聴覚士、作業療法士、理学療法士）による予約制の相談を行う。
相談結果によって、病院受診や療育機関を紹介する。

・言語相談　　　：言葉や口腔機能などに関する相談
・作業療法相談　：身体バランスのとり方や道具を用いての関わり方
・理学療法相談　：身体の発育発達などについて（首すわり・一人座り・寝返り・歩行・身体の低緊張など）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

言語相談者数（延べ） 人ア 217 246 229 246 246
作業療法相談者数（延べ） 人イ 51 48 53 48 48
理学療法相談者数（延べ） 人ウ 66 60 70 60 60

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

０～６歳児と保護者 ０～６歳児の数 人ア 8,206 8,437 8,042 8,030 8,012
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
疾病の早期発見及び育児不安の軽減 相談者数（乳幼児発達相談） 人ア 334 354 352 354 354

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　学校等と連携し、障害のある子ども一人ひとりに応じた特別支援教育の更なる充実を図ります。
　また、療育の必要な子どもの成長に応じて、児童発達支援・放課後等デイサービス等の円滑な活用や相談体制の強化に努めます。
　さらに、こども発達サポートセンター「あゆみ」の相談支援体制の充実に努め、関係機関と連携し、発達障害の早期発見から早期療育への迅速
な対応を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

専門職による相談・助言を行うことで、保護者の不安解消を図る。子ど

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0もの特性に応じた療育の場や医療機関の紹介を行い早期支援につなげる
。また、すこやか保健センターと連携して健診や育児相談・育児教室か 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0ら相談につなげて行く。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 712 784 784 760 760

事業費 千円 712 784 784 760 760

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

【言 語 相  談】　54回実施　　相談者（延）229人 ・専門職が保護者の困りごとや不安に対し、子どもの状態の説明および
【作業療法相談】　18回実施　　相談者（延)  53人 対応の仕方等の助言により育児不安の軽減や虐待予防につながった。
【理学療法相談】　12回実施　　相談者（延） 70人 ・すこやか保健センターの健診や育児教室で言葉の遅れや運動発達面の

遅れを指摘された子どもの経過観察の場となった。1歳半健診以降の経
過観察が必要な子どもの場合は発達支援教室につないだ。
・子どもの発達の状況により療育機関や医療機関につなぐことができた
。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01869 乳幼児発達相談事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
発達障害者支援法第5条により、発達障害の早期発見やその支援に努

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
める責務があり、また母子保健法第１０条（保健指導）の一環として
も実施しており、乳幼児発達相談を行うことは市の重要な責務である

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 専門職の助言（発達を促す家でできること等）により、子どもに発達

上の問題があっても早期支援を行うことが状況改善や保護者の育児不
安の軽減につながる。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　専門職による相談・助言を行うことで、保護者の不安解消を図る。子どもの特性に応じた療育の場や医療機
関の紹介を行い早期支援につなげる。また、すこやか保健センターと連携して健診や育児相談・育児教室から
相談につなげて行く。
　就園している子どもについては、必要に応じて巡回支援専門員の巡回支援につなげる。（２）令和 2年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

発育や発達に不安のある子どもや保護者に対して専門職(言語聴覚士、作業療法士、理学療法士)による予約制
の相談を行う。
相談結果によって、病院受診や療育機関を紹介する。
　主な経費　報償費、委託料、需用費、役務費（３）令和 3年度の方向性

　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01869 乳幼児発達相談事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                384                480                480
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  8                  8                  8

消 耗 品 費                  5                  5                  5
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  3                  3                  3
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                 32                 32                 32
通 信 運 搬 費                 32                 32                 32
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                360                240                240
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               784                760                760計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                784                760                760
計                784                760                760

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         784
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         784

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01871 発達外来事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松 弘明
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 発達支援グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 安全・安心な医療体制の充実と健康づくり拠点の整備 内線番号 4310
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成24年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 母子保健費  根拠法令・条例等 発達障害者支援法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21 子ども・子育て支援事業計画 障害者福祉計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
発育や発達に不安がある子どもや保護者に対して、専門医師による診察・指導・診断を行う。また必要な療育につなぐための指導・助言を行い早
期支援をしていく事業。

【従事者】専門医師、臨床心理士、保育士、保健師
【実施場所】こども発達サポートセンター、霧島市立医師会医療センター

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

実施回数 回ア 28 30 28 30 30
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
発育、発達に不安のある0歳児から１８歳
未満の方、保護者

0～18歳未満の方の数（Ｈ23は0～6歳児の数
） 人ア 22,205 22,648 21,915 21,882 21,834

イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
支援し育児不安の軽減をはかる。支援できた子どもの数(延べ） 人ア 53 60 52 60 60

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　高齢化に伴う医療需要の増加等に対応するため、姶良地区医師会等の関係機関と連携し、夜間・休日における二次救急医療体制の更なる強化を
図るとともに、深夜帯における一次救急医療体制の整備について検討を行います。
　また、医療ニーズへの的確な対応ができるよう、市立医師会医療センターの施設整備や機能充実に努めるとともに、市民の健康づくり、子育て
支援の拠点として、乳児から高齢者まで幅広い保健サービスを提供でき、保健・福祉等の連携が図られる多機能・複合的な保健センターの整備を
目指します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　市民が発達障害に関する専門医師の診察を、いつでも受けられ、早期

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0発見や継続診療ができるように発達障害の診断ができる医師の確保と、
医師の育成をはかるため、発達外来時に医師会医療センターの小児科医 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0に臨席してもらう。
　引き続き医師会医療センターの臨床心理士・看護師等と協力して発達 地 方 債 千円 0 0 0 0 0外来のスムーズな運営を行う。

そ の 他 千円 0 62 0 0 0
一 般 財 源 千円 869 1,087 1,070 1,075 1,075

事業費 千円 869 1,149 1,070 1,075 1,075

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

霧島市立医師会医療センターにて実施。 ・１名の医師は12回24人(初診10人、再診14人）、１名の医師は10回18
受診者合計　52人 人（初診9人、再診9人）、1名の医師は5回10人（初診1人、再診9人）、
　　　　　　　・初診20人（内訳：幼児 6　 児童14） を医師会医療センターで診察した。
　　　　　　　・再診32人（内訳：幼児 8　 児童24） ・いずれも診断告知や内服処方を希望されており、幼稚園の加配の診断

書作成を5名、精神保健福祉手帳申請の診断書作成を1名、特別児童扶養
手当申請の診断書作成を1名、就労移行支援の申請の診断書作成を1名行
った。学校や園等からも情報提供してもらいスムーズな診察を行うこと
ができた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01871 発達外来事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
発達障害者支援法により市は発達障害の早期発見やその支援に努める

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
義務があり、また市内の医療機関の整備状況では発達障害に関する専
門医師の診察はいつでも受けられる状況にないため発達外来を廃止、

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 または休止することはできない。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
市民が発達障害に関する専門医師の診察をいつでも受けられるような体制整備と、早期発見や継続診療ができ
る医師を育成するため、発達外来時に嘱託医2名と医師会医療センターの小児科医1名、臨床心理士、看護師等
と協働して引き続き発達外来のスムーズな運営を行う。また地域での継続的な支援に向けて、学校や療育機関
等との情報交換や連携を行う。（２）令和 2年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

市民が発達障害に関する専門医師の診察をいつでも受けられるような体制整備と、早期発見や継続診療ができ
る医師を育成するため、発達外来時に嘱託医2名と医師会医療センターの小児科医1名、臨床心理士、看護師等
と協働して引き続き発達外来のスムーズな運営を行う。また地域での継続的な支援に向けて、学校や療育機関
等との情報交換や連携を行う。（３）令和 3年度の方向性

　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01871 発達外来事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費              1,043              1,048              1,048
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 17                 17                 17

消 耗 品 費                 17                 17                 17
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                 10                 10                 10
通 信 運 搬 費                 10                 10                 10
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,070              1,075              1,075計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              1,070              1,075              1,075
計              1,070              1,075              1,075

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       1,149
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       1,149

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01877 産後支援事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松　明弘
施策名 002 安心して子どもを産み育てられる環境の充実 グループ 保健予防グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 妊娠期から乳幼児期までの切れ目のない支援の充実 内線番号 2181
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成29年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 母子保健費  根拠法令・条例等 母子保健法第十三条の二及び第十七条の二、産婦健康診査事業実施要

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21（第3次）・霧島市子ども・子育て支援事業計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
産婦健康診査事業：産後１か月前後の産婦に対し、身体的機能の回復状況、精神状態等を把握するために健康診査を行い、産後うつの予防や新生
児への虐待予防等を図ることを目的とする。委託契約した産科医療機関において実施し、その結果に基づき適切な指導を行う。さらに継続的な支
援を要する産婦については、子育て世代包括支援センターで報告を受け、産後ケア事業、訪問指導等の必要な支援につなげる。
産後ケア事業：出産直後の母親に対して、心身のケアや育児のサポートなどを行うとともに、乳児のケアを行うことで、産後も安心して子育てが
できる支援体制を確保することを目的とする。対象者は、身近に世話をしてくれる人がいない母子で、産後に心身の不調または育児不安等がある
者等とする。宿泊型：産後ケア事業を実施する医療機関、助産所等に利用者を宿泊させ休養の機会を提供するとともに、心身のケアや授乳・沐浴
等の育児サポートなどの支援を実施する。
デイサービス型：日中、実施施設において、来所した利用者に対し、個別または集団で、心身のケアや授乳・沐浴等の育児のサポートなどの支援
を実施する。いずれも助産師、保育士、心理職などの専門家がチームで母子を支援する。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

産後ケア利用者数 人ア 77 77 55 77 77
産婦健康診査受診者数（産後１か月） 人イ 0 1,200 915 1,150 1,150

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

利用者 利用者数 人ア 77 77 55 77 0
産婦 産婦数 人イ 1,032 1,200 955 1,150 1,150

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

育児不安の軽減ができる。 利用者で育児不安の軽減ができた思う割合％ア 97.40 100 90.90 100 0
産婦健康診査を受診してもらう産婦健康診査受診率（産後１か月）％イ 0 100 95.80 100 100

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　安心して妊娠・出産や子育てができるよう、妊婦や乳幼児を対象とした健康診査・健康相談・訪問指導、特定不妊治療等への支援、産後ケアな
どの支援体制の充実を図ります。
　また、地域子育て支援センターの機能充実や周知広報に努めるとともに、「霧島市こどもセンター」を核として、各地区の子育て支援センター
との連携を強化します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

申請時よりも利用期間を延ばす利用者が増えている。妊産婦の不安を軽

事
業
費

国庫支出金 千円 1,477 5,078 5,941 8,290 0減するため、子育て世代包括支援センター（すこやか保健センター）の
保健師、子育て支援課の支援に早期に結びつけることにより、より包括 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0的な支援ができると考える。平成31年度から産婦全員を対象とする産婦
健診を開始した。産科医療機関と連携し、自ら相談できないが、産後う 地 方 債 千円 0 0 0 0 0つ傾向にある、あるいは育児に不安がある産婦の支援も充実させていき
たい。 そ の 他 千円 0 0 0 0 0

一 般 財 源 千円 1,366 5,852 2,691 8,459 16,749
事業費 千円 2,843 10,930 8,632 16,749 16,749

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

産婦健康診査事業：受診者数　915人　医療機関から報告された継続的 産後の支援を強化するため、平成31年度より産婦健康診査事業を開始し
な支援を要する産婦数　133人 た。多くの産婦が出産直後には精神的に不安定になるが、産後１か月健

診にて精神状態を把握することで、産後うつや虐待につながる可能性が
産後ケア事業：利用者数　55人（内訳：宿泊型のみ　13人　　デイサー 高い産婦の把握につながった。また、産科医療機関との連携がスムーズ
ビス型のみ　28人　両方とも利用した者　14人） になり、ハイリスク産婦の切れ目ない支援につながった。
利用日数　281日　（宿泊型　171日　　デイサービス型　110日）

産後ケア事業の利用者数は前年より減ったが利用日数は伸びた。利用者
アンケートの結果では、育児不安の軽減が図られた人の割合は90.9％で
あった。利用者の感想や事業所からの連絡票によると、産後ケアの利用
により心身の状態が回復し、育児不安や産婦の孤立感が軽減されており
、安心して子育てできる環境整備、健康の保持・増進が図られた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01877 産後支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
産婦健康診査事業は全ての産婦が対象であり、産後の体調不良、精神

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
的に不安定、孤立しがちな産婦を把握し、産後の切れ目のない支援に
つながっている。令和元年度に母子保健法が改正され、産後ケア事業

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 の実施が市町村の努力義務となった。産婦健康診査事業と産後ケア事
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 業は、市民が安心して出産し子育てを行うために必要である。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
産婦健康診査事業を始めたことで、ハイリスク産婦について産科医療機関からの連絡が増えた。令和２年度か
ら産後１か月健診に加え、産後２週間健診も助成対象となったことから、ハイリスク産婦の把握時期がより早
まることが期待される。子育て世代包括支援センターを中心にして、ハイリスク産婦を把握し早期支援につな
げていきたい。また産後ケア事業の活用、こども・くらし相談センターと連携し、切れ目なく手厚い支援につ（２）令和 2年度の改革改善の内容
なげていきたい。　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

産婦健康診査は受診率100％を目指し、子育て世代包括支援センターと産科医療機関がしっかり連携する。
産後ケア事業は、現在実施していないアウトリーチ（訪問）型のニーズ把握や委託する事業者等の調査を行い
、実施が可能であれば、事業の拡充を検討したい。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01877 産後支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  3                  1                  1

消 耗 品 費                  3                  1                  1
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                 84                 35                 35
通 信 運 搬 費                 84                 35                 35
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料              8,475             16,483             16,483
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                 70                230                230
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             8,632             16,749             16,749計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金              5,941              8,290                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              2,691              8,459             16,749
計              8,632             16,749             16,749

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      10,930
国庫支出金 母子保健衛生費国庫補助金補正予算        5,941      -1,700

補正第８号            0      -1,700
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       9,230

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計        5,941
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01886 歯周病検診事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松　弘明
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 保健予防グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 2161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成18年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 健康増進費  根拠法令・条例等 健康増進法施行規則第4条の2第1号

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21(第3次）

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
歯の健康づくりを目的に、当該年度（4月1日～翌年3月31日）中に節目年齢を迎える市民（30歳、35歳､40歳、45歳、50歳、55歳、60歳、65歳及び
70歳の市民）に対して、歯周病検診受診票を送付する。（H23年度までは40歳、45歳、50歳、55歳、60歳、65歳、70歳の市民）
また、平成24年度から、妊婦に対しても母子手帳発行時に受診票を交付し、妊婦の歯周病検診を開始した。

対象者は市内委託医療機関に電話予約して、検診を無料で受けることができる。
検診の内容は、問診、歯周組織検査、歯科保健指導となっている。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

委託医療機関 件ア 54 55 53 55 55
受診者数 人イ 2,309 2,320 2,324 2,330 2,330

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

節目年齢を迎える市民 節目年齢を迎える市民の数 人ア 14,574 14,600 14,441 14,650 14,650
妊婦 妊婦数 人イ 1,139 1,150 1,068 1,150 1,150

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

歯周病検診を受診する 受診率（成人） ％ア 12.80 13 13.15 13.50 13.50
歯周病検診を受診する 受診率（妊婦） ％イ 39.10 40 39.79 42 42

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

歯周病検診の受診率向上と、かかりつけ歯科医の推進を目的に、歯や口

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0の健康管理の重要性について、広報誌等でさらなる周知啓発を図る。
県 支 出 金 千円 2,073 2,402 2,015 2,446 2,446
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 7,905 6,476 6,731 6,403 6,403

事業費 千円 9,978 8,878 8,746 8,849 8,849

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成31年度実績 広報誌への掲載やＦＭきりしまでの啓発活動を行った。また、案内通知
成人：1,899人 に『歯周病検診のお知らせ』と明記し、市民に歯周病検診の案内だとは
妊婦：425人(転入妊婦含む) っきり分かるように周知した。その結果、受診率が成人が0.35％、妊婦

が0.69％増加した。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01886 歯周病検診事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

■ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
健康増進法に基づく事業であり、歯周病検診を受診することで健康増

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
進にもつながる。また、妊婦においては、歯周病が早産や低体重出生
児のリスクにもなるため、健康増進事業として妥当である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
歯周病検診の必要性とかかりつけ歯科医の推進について、広報誌等で周知啓発を図る。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

歯周病の早期発見・早期治療により、健康管理に繋げることを目的に、受診率の向上に努める。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評

IP27P041



担当部 保健福祉部事務事業 事務01886 歯周病検診事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                285                284                284

消 耗 品 費                 91                 92                 92
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                194                192                192
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費              1,024              1,021              1,021
通 信 運 搬 費              1,024              1,021              1,021
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料              7,437              7,544              7,544
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             8,746              8,849              8,849計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金              2,015              2,446              2,446
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              6,731              6,403              6,403
計              8,746              8,849              8,849

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       8,878
県支出金 健康増進費補助金補正予算        2,015           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       8,878

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計        2,015
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01887 生活習慣病予防健診事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松　弘明
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 保健予防グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 2161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成20年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 健康増進費  根拠法令・条例等 健康増進法施行規則第４条の２第４号

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21（第３次）

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
国民健康保険や社会保険などの医療保険に加入していない40歳以上の生活保護受給者に対し、生活習慣病予防健診を行う。
生活習慣病予防健診の問診票（受診券）を送付し、市が委託した医療機関において健康診査を受診する。（問診・身体測定・尿検査・診察・血圧
測定・血液検査・貧血検査・心電図検査を行い、必要に応じて眼底検査を行う。）受診料は無料である。ただし、当該年度中に人間ドックを受診
した方や受診予定者、生活習慣病により入院又は治療中・妊産婦の方は対象外となる。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

委託医療機関数 箇所ア 64 63 62 63 63
受診者数 人イ 57 60 74 81 81

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
40歳以上の生活保護受給者で受診要件に該
当する人

40歳以上の生活保護受給者で受診要件に該当
する人の数 人ア 536 536 543 540 540

イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
生活習慣病予防健診を受診してもらう。 受診率 ％ア 10.60 11.20 13.60 12 12

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

受診率を向上させることで、多くの人の健康管理・維持につなげる。

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 319 469 392,000 524 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 241 372 △391,273 296 820

事業費 千円 560 841 727 820 820

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

生活習慣病予防健診は、メタボリックシンドロームの予防、疾病の早期 　40歳以上の生活保護受給者で受診要件に該当する者に案内し、受診率
発見につなげるために40歳以上の生活保護受給者で受診要件に該当する は昨年度より3.0ポイント増加した。生活習慣病の早期発見、早期治療
者を対象に実施した。 につながったものと考える。
受診者74人
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01887 生活習慣病予防健診事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
健康増進法に基き市が実施すべき事業であり、生活習慣病予防健診を

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
受診してもらうことで健康管理につながるため妥当である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
多くの対象者の健康管理や健康維持のために、受診率を向上させる必要がある。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

生活福祉課と連携し、未受診者への受診勧奨を行う。
健診結果を積極的に活用し、健康管理指導を充実させる。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01887 生活習慣病予防健診事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 23                 36                 36

消 耗 品 費                 23                 36                 36
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                 50                 58                 58
通 信 運 搬 費                 50                 58                 58
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                654                726                726
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               727                820                820計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金            392,000                524                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源           -391,273                296                820
計                727                820                820

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         841
県支出金 健康増進事業費補正予算      392,000        -104

補正第８号            0        -104
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         737

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計      392,000
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01892 口腔保健センター運営支援事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松　弘明
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 健康づくり推進グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 安全・安心な医療体制の充実と健康づくり拠点の整備 内線番号 内線2173
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成 4年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 05 地域医療対策費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　姶良地区歯科医師会が、歯科救急医療体制の充実を図るため、地域住民への日曜・祝日の救急歯科診療の提供を実施している。姶良地区歯科医
師会口腔保健センター事業の運営は、姶良地区各市町からの運営費補助、負担金、診療報酬及び歯科医師会会員から徴収した運営費で賄われてい
る。
　歯の痛みは時と場所を選ばず、また痛みが激しいことが多いため、日曜・祝日に当番制で救急歯科診療を実施する口腔保健センターの存在は、
地域住民の健康・福祉の増進に大きく寄与している。
　診　療　日：日曜・祝日　　５月３日～５日、８月１３日～１５日、１２月３０日～１月３日
　診察時間帯：午前９時～午後３時

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

口腔保健センターを受診した患者数(霧島市民) 人ア 210 260 280 300 320
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

霧島市民 人口 人ア 124,785 126,230 124,367 124,181 123,908
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
日曜・祝日に歯科診療を受けられる 受診者数（霧島市民） 人ア 210 260 280 300 320

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　高齢化に伴う医療需要の増加等に対応するため、姶良地区医師会等の関係機関と連携し、夜間・休日における二次救急医療体制の更なる強化を
図るとともに、深夜帯における一次救急医療体制の整備について検討を行います。
　また、医療ニーズへの的確な対応ができるよう、市立医師会医療センターの施設整備や機能充実に努めるとともに、市民の健康づくり、子育て
支援の拠点として、乳児から高齢者まで幅広い保健サービスを提供でき、保健・福祉等の連携が図られる多機能・複合的な保健センターの整備を
目指します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

市民の健康増進につなげるため歯科救急医療体制のさらなる円滑な運営

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0が出来るように支援する。また市民への同制度の周知をさらに図ってい
くことも必要である。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 881 881 881 881 881

事業費 千円 881 881 881 881 881

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

口腔保健センター運営費補助金８８１,０００円 平成３０年度より受診者数も増加しており、市民が日曜・祝日に歯科診
令和元年度実績  受診件数５８３件、うち霧島市民２８０件 療を受診できることは、適切な対応ができたと考えられ、歯科救急医療

体制の円滑な運営が図られ、健康の維持増進につながった。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01892 口腔保健センター運営支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
日曜・祝日に市民が歯科救急診療を受けられることで、安心して生活

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
できるようにすることは、市の重要な責務である。
県の委託事業が廃止されて久しく、診療報酬の改定減の影響もあるこ

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 とから、市補助金の廃止で口腔保健センターでの日曜・祝日診療が困
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 難となることは容易に予見でき、市民が安心して日常生活を送れなく

なる恐れがある。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
本事業は、これまで市民の健康増進につなげるため歯科救急医療体制のさらなる円滑な運営が出来るように支
援するとともに、市民へ同制度の周知を図る。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

歯科救急医療体制のさらなる充実が図れるように運営支援および市民への周知を行う。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01892 口腔保健センター運営支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                881                881                881
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               881                881                881計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                881                881                881
計                881                881                881

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         881
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         881

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01893 在宅当番医制救急医療情報提供実施事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松　弘明
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 健康づくり推進グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 安全・安心な医療体制の充実と健康づくり拠点の整備 内線番号 内線２１７３
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和40年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 05 地域医療対策費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
休日診療を行う在宅当番医の当番日の調整、救急医療連絡協議会事務、救急医療週間に関する事務等を姶良地区医師会に業務委託している。
姶良地区医師会管内の休日診療参加医療機関数　１３４医療機関
救急医療関係者の意識を高めるとともに、救急医療や救急業務に対する市民の正しい理解と認識を深めることを目的として、救急の日に啓発イベ
ントを開催している。
姶良市、湧水町、霧島市が委託料を拠出している。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

休日診療に参加医療機関数 件ア 133 134 134 134 134
延べ医療機関数 件イ 517 540 508 530 530
休日診療日数 日ウ 73 76 76 73 73

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 124,785 126,230 124,367 124,181 123,908
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

休日診療を受けることできる 医療機関数（延べ） 件ア 517 540 508 530 530
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　高齢化に伴う医療需要の増加等に対応するため、姶良地区医師会等の関係機関と連携し、夜間・休日における二次救急医療体制の更なる強化を
図るとともに、深夜帯における一次救急医療体制の整備について検討を行います。
　また、医療ニーズへの的確な対応ができるよう、市立医師会医療センターの施設整備や機能充実に努めるとともに、市民の健康づくり、子育て
支援の拠点として、乳児から高齢者まで幅広い保健サービスを提供でき、保健・福祉等の連携が図られる多機能・複合的な保健センターの整備を
目指します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

市民の健康を維持するために関係機関と連携をとり、休日診療体制のさ

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0らなる円滑な運営支援に努める。
市民に対して、救急医療の啓発についてかかりつけ医の推進及び適正な 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0初期救急診療受診に取り組むよう支援していく。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 2,681 2,706 2,706 2,731 2,731

事業費 千円 2,681 2,706 2,706 2,731 2,731

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

休日診療日数　７３日 休日診療へ参加する医療機関数は平成３０度より増加している。また、
休日診療に参加医療機関数　１３４件(令和２年３月３１日時点) 平成３１年度のゴールデンウィークの１０連休についても休日診療体制
延べ医療機関数　５０８件 を崩すことなく円滑に運営することができた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01893 在宅当番医制救急医療情報提供実施事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
市民が休日に医療機関を受診できる体制を整えることは、市民が安心

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
して休日でも受診できることで、市民の健康を守ることになり、行政
の重要な責務である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
市民の健康を維持するために関係機関と連携をとり休日診療体制のさらなる円滑な運営支援に努め、今後も市
民に対して、救急医療の啓発、かかりつけ医等を持つことの促進及び、適正な初期救急診療受診に取組むよう
支援していく必要がある。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

市民が安心して休日に初期救急診療を受けられるようにさらなる体制整備を促進する。
救急医療の啓発、かかりつけ医等をもつことの促進、適正な救急診療受診等についてさらに支援していく。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01893 在宅当番医制救急医療情報提供実施事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料              2,706              2,731              2,731
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             2,706              2,731              2,731計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              2,706              2,731              2,731
計              2,706              2,731              2,731

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       2,706
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       2,706

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01894 病院群輪番制病院運営支援事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松　弘明
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 健康づくり推進グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 安全・安心な医療体制の充実と健康づくり拠点の整備 内線番号 内線２１７３
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和54年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 05 地域医療対策費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま２１

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
予期せぬ病気或いは不慮の事故など専門的治療を受けることが必要な場合に、救急医療を受診できる体制を維持する事業である。平成28年度から
循環器救急輪番制及び脳外科救急輪番制を拡充した。
（病院群輪番制）姶良地区医師会の管内で、地域に必要な二次救急医療体制（入院治療や手術を必要とする重症の救急患者への治療）の円滑な運
営を図る事を目的とする制度。姶良地区医師会管内には、霧島市立医師会医療センター他５か所を指定。
（循環器救急輪番制） 急性心筋梗塞をはじめとする心臓循環器救急患者の救命率の向上を図るため心臓血管系の疾患専用の集中治療室のある専
門的な治療のできる病院への輪番搬送を行う制度。　姶良地区医師会管内には霧島市立医師会医療センター、国分生協病院の２か所を指定。
（脳外科救急輪番制）　脳梗塞、脳出血等の脳外科救急に関する専門的な治療のできる病院への輪番搬送を行う制度。姶良地区医師会管内には霧
島市立医師会医療センター他５か所を指定。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

病院群輪番制で受診した患者数 人ア 7,658 9,000 5,849 8,500 8,500
循環器救急輪番制で受診した患者数 人イ 105 110 121 130 140
脳外科救急輪番制で受診した患者数 人ウ 1,460 1,600 1,533 1,600 1,650

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

霧島市民 人口 人ア 124,785 126,230 124,367 124,181 123,908
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

病院群輪番制で受診できる 受診した患者数 人ア 7,658 9,000 5,849 8,500 8,500
循環器救急輪番制で受診できる受診した患者数 人イ 105 110 121 130 140
脳外科救急輪番制で受診できる受診した患者数 人 1,460 1,600 1,533 1,600 1,600ウ

（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　高齢化に伴う医療需要の増加等に対応するため、姶良地区医師会等の関係機関と連携し、夜間・休日における二次救急医療体制の更なる強化を
図るとともに、深夜帯における一次救急医療体制の整備について検討を行います。
　また、医療ニーズへの的確な対応ができるよう、市立医師会医療センターの施設整備や機能充実に努めるとともに、市民の健康づくり、子育て
支援の拠点として、乳児から高齢者まで幅広い保健サービスを提供でき、保健・福祉等の連携が図られる多機能・複合的な保健センターの整備を
目指します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

病院群輪番制・循環器救急輪番制・脳外科救急輪番制病院の体制の円滑

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0な運営支援ができるように、救急医療体制の課題解決のために協議を継
続して行う。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 30,944 30,701 30,700 30,669 30,944

事業費 千円 30,944 30,701 30,700 30,669 30,944

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

（病院群輪番制） 姶良地区二次救急医療体制（病院群輪番制・循環器救急輪番制・脳外科
診療医療機関数　６か所 救急輪番制）の円滑な運営により適切な対応ができたと考えられる。
受診者数　      ５,８４９人

（循環器救急輪番制）
診療医療機関数　２か所
受診者数　      １２１人

（脳外科救急輪番制）
診療医療機関数　６か所
受診者数　      １,５３３人
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01894 病院群輪番制病院運営支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
市民の健康を守るため、市民が二次医療を受診できる体制を整えるこ

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
とは、行政の重要な責務である。
この事業が廃止され、病院群輪番制・循環器救急輪番制・脳外科救急

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 輪番制が機能しなくなると、二次救急を圏外に依存せざるを得なくな
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 り、市民の救命に重大な影響を及ぼす。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
病院群輪番制・循環器救急輪番制・脳外科救急輪番制病院の体制の円滑な運営支援について、関係機関と連携
を図りながら、救急医療体制の課題解決のために継続して協議を行う。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

関係機関と連携を深め病院群輪番制・循環器救急輪番制・脳外科救急輪番制病院の体制の円滑な運営支援がで
きるように、救急医療体制の課題解決のために継続して協議を行う。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01894 病院群輪番制病院運営支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金             30,700             30,669             30,944
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            30,700             30,669             30,944計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源             30,700             30,669             30,944
計             30,700             30,669             30,944

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      30,701
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0      30,701

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01896 夜間救急診療支援事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松　弘明
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 健康づくり推進グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 安全・安心な医療体制の充実と健康づくり拠点の整備 内線番号 内線２１７３
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成18年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 05 地域医療対策費  根拠法令・条例等 霧島市補助金交付規則及び霧島市補助金等の種類及び補助率に関する

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま２１

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
夜間救急診療支援事業は、年間を通して小児科・内科の準夜帯（２０：００～２３：００）の初期（一次）救急医療を提供するために行う事業で
ある。
　（診療場所）霧島市立医師会医療センター
　（診療時間）　月～金　２０：００～２３：００，　土，日，祝日,年末年始　１９：００～２２：００
　（補助金交付先）姶良地区医師会
※初期（一次）救急とは：入院を必要としない救急医療（かぜによる高熱や、家庭では処置できない切り傷といった症状）のことをいう。
【参考】
　二次救急：入院治療や手術を必要とする重症の救急患者への医療のことをいう。
　三次救急：二次救急では対応できない重篤な疾患や多発外傷に対して、高度医療が必要な医療のことをいう。（霧島市内には医療機関無し）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

受診した患者数（延べ） 人ア 4,223 4,800 4,123 4,700 4,650
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 124,785 126,230 124,367 124,181 123,908
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
夜間に初期（一次）救急医療が受けられる受診した患者数（延べ） 人ア 4,223 4,800 4,123 4,700 4,650

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　高齢化に伴う医療需要の増加等に対応するため、姶良地区医師会等の関係機関と連携し、夜間・休日における二次救急医療体制の更なる強化を
図るとともに、深夜帯における一次救急医療体制の整備について検討を行います。
　また、医療ニーズへの的確な対応ができるよう、市立医師会医療センターの施設整備や機能充実に努めるとともに、市民の健康づくり、子育て
支援の拠点として、乳児から高齢者まで幅広い保健サービスを提供でき、保健・福祉等の連携が図られる多機能・複合的な保健センターの整備を
目指します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

今後も市民が安心して受診できる準夜帯の初期救急医療を確保するため

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0、昼間の早めのかかりつけ医への受診等を推進し、混雑を防ぎ初期救急
診療の適正利用についてさらなる周知を図る。また、深夜帯の救急体制 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0の整備について姶良地区内市町及び姶良地区医師会等と協議をする必要
がある。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 4,612 4,013 3,816 4,473 5,000

事業費 千円 4,612 4,013 3,816 4,473 5,000

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

診療日数　平日２４０日　休日１２６日 夜間救急診療の受診者が多数であることから、夜間救急診療について市
受診者数　４,１２３人 民への周知は図られていると考えられる。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01896 夜間救急診療支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
市民が体調不良の際に、安心して受診できる準夜帯の初期（一次）救

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
急医療の確保は、市の重要な責務である。
準夜帯に初期（一次）救急医療を引き受ける医療機関が少ないため、

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 廃止・休止されれば市民がその機会を失うことになる。安全・安心な
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 医療体制の充実のためには夜間における初期（一次）救急医療の確保

が必要である。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
今後も市民が安心して受診できる準夜帯の初期救急医療を確保するため、昼間の早めのかかりつけ医への受診
等を促進し、初期救急診療の適正利用について更なる周知を図る。また、深夜帯の救急体制の整備について姶
良地区内市町及び姶良地区医師会等と協議をする必要がある。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

準夜帯の初期救急診療の運営を支援すると共に、市民にかかりつけ医等を持つことなどの啓発をし、更に、姶
良地区内市町及び姶良地区医師会等と連携して深夜帯の初期救急診療の体制整備に努める。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01896 夜間救急診療支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金              3,816              4,473              5,000
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             3,816              4,473              5,000計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              3,816              4,473              5,000
計              3,816              4,473              5,000

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       4,013
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       4,013

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01907 健康づくり啓発事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松　弘明
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 健康づくり推進グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 内線２１７３
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成18年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 06 食育健康推進費  根拠法令・条例等 健康増進法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま２１

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
市民の健康づくりに関する支援や普及啓発するために、次の業務を行う。
・平成２９年度に策定した健康きりしま２１（第３次）について、広報誌や概要版を通じて市民に周知する。
・健(検）診日程等を広報誌に掲載して広く市民に周知する。また健（検）診日程等を記載したリーフレットは窓口等への配布、ＨＰへの掲載に
より周知を行う。
・健康福祉まつりにおいて、８０２０運動達成者や健康福祉作品展に応募した児童生徒を表彰する。
・貯筋運動の普及を通して、日常生活で運動習慣を取り入れることの重要性、運動することで体を自由に動かせるようになる喜び、及び身体的、
精神・心理的、閉じこもりなど心身の機能が低下した状態（フレイル）の予防について啓発を行う。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

広報誌、健康リーフレットの作成枚数 枚ア 56,950 59,800 60,000 60,000 60,000
8020運動協力依頼歯科医院数および健康福祉作品展協力依頼学校数の合計数件イ 92 95 98 98 100

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口（全年齢） 人ア 124,785 126,230 124,367 124,181 123,908
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
健康づくりに対する意識が向上する 市報の検診日程表の活用割合�（事業実施地

区アンケート） ％ア 68.70 70 61.70 70 70
健康づくりに対する意識が向上する 8020運動達成者数及び健康福祉作品応募数の

合計数 人イ 398 420 492 520 540
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　前年度に引き続き、健(検）診情報について、多くの市民が利用する

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0広報誌へ掲載することで、情報をより多くの市民へ伝える。また、健康
きりしま２１(第３次)の目標に基づいて、市の健康づくり施策を市民へ 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0広報誌等で周知する。さらに、貯筋運動の普及のための環境整備を引き
続き推進する。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 1,900 1,900 1,900 1,800 0
一 般 財 源 千円 279 250 247 272 2,077

事業費 千円 2,179 2,150 2,147 2,072 2,077

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

①健康福祉まつりにおける功労者への表彰 ・健康福祉まつりにおいて、８０２０運動達成者や健康福祉作品展に応
　・８０２０運動達成者：１０６人 募した児童生徒を表彰することで、健康づくりへの啓発につながった。
　・健康福祉作品展に応募した児童生徒：３８６人（うち表彰者：１３ ・健康きりしま２１（第３次）に基づき、かかりつけ医などの推進や、
８人） ＣＫＤ、各種健（検）診受診率向上、ＣＯＰＤ予防等について、広報誌
②健康きりしま２１（第３次）に基づき、かかりつけ医などの推進や、 や概要版等を通じて市民に周知することで、健康づくりに対する普及啓
ＣＫＤ、各種健（検）診受診率向上、ＣＯＰＤ予防等について、広報誌 発が図られた。
や概要版等を通じて市民に周知した。 ・貯筋運動に関する事業を通して、普及のための指導者が養成され、貯
③健康きりしま２１（第３次）で示された身体活動・運動分野の目標達 筋運動の有効性についての市民の認知度が上がったことで、普及のため
成のために、貯筋運動の普及に取り組んだ。 の環境が整備され、健康づくりへの啓発に繋がった。
・市報等を通して貯筋運動について周知を図った。
・受託研究事業にて貯筋運動の有効性を確認
・貯筋運動教室参加者：３５名　・貯筋運動指導者講習会受講者：３１
名
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01907 健康づくり啓発事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ □向上する余地はかなりある 影響がある

■ ■向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
健康増進法に基づき実施しており、健康づくり啓発事業を行うことは

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
、市の重要な責務である。
廃止すると健康づくりに対する意識向上を図る機会が減少する。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
前年度に引き続き、健(検）診情報について、広報誌へ掲載することで、情報を市民へ伝える。また、健康き
りしま２１(第３次)の目標に基づいて、市の健康づくり施策についても周知する。さらに、貯筋運動の普及の
ための環境整備を引き続き推進する。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

健康きりしま２１(第３次)の目標に基づいて令和元年度に取り組んだ、健(検）診の啓発や、貯筋運動に関す
る取り組みなどを通して、市民の健康意識の向上を図る。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01907 健康づくり啓発事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                 31                 31                 31
０９ 旅 費                  5                 11                 11
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                167                165                169

消 耗 品 費                 50                 46                 50
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  1                  1
印 刷 製 本 費                117                118                118
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                 31                 31
通 信 運 搬 費                  0                 31                 31
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料              1,944              1,834              1,835
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             2,147              2,072              2,077計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他              1,900              1,800                  0

一 般 財 源                247                272              2,077
計              2,147              2,072              2,077

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       2,150
その他 ふるさときばいやんせ基金繰入金補正予算        1,900           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           9
予算合計            0       2,159

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計        1,900
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01911 地域自殺対策緊急強化事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松 弘明
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 健康づくり推進グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 内線2172
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成21年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 06 食育健康推進費  根拠法令・条例等 自殺対策基本法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
○普及啓発事業：市民一人ひとりが自殺予防のために行動（「気づき」「つなぎ」「見守り」）が できるようにするなど、広報啓発を実施する
ための事業
　　・自殺防止についての記事の広報誌への掲載やパンフレットを作成し配布
○人材養成事業：自殺対策に関わる多様な分野に携わる人材を緊急に養成するための事業
　　・民生委員、自殺対策関係者及び職員を対象に研修会の実施

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

こころの健康づくり講演会 回ア 0 1 1 0 1
自殺対策関係者研修会 回イ 1 0 0 1 1

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 124,785 126,230 124,367 124,181 123,908
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
自殺予防に関する正しい知識を得る。こころの健康づくり講演会参加者人ア 0 200 200 0 200
自殺予防に関する正しい知識を得る。自殺対策関係者研修会参加者 人イ 103 0 0 150 150

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

若年層対策事業（普及啓発事業）として若年層の自殺を予防するため、

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0ネット依存の現状を理解し、不登校や引きこもり、自殺に追い詰められ
る若年層の心理やサインに気づき、適切な対応ができるように若年層と 県 支 出 金 千円 46 69 0 6 137保護者向けの講演会を実施する。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 48 35 102 8 139

事業費 千円 94 104 102 14 276

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

○普及啓発事業 　講演会の周知段階から問い合わせが多数あり、目標としていた参加者
・自殺対策講演会(こころの健康づくり講演会)の実施 数を達成できた。講演会終了後会場での質疑応答では、質問者も多く、
　若年層対策事業として、小・中学校の保護者等を対象に「ゲーム・ネ 時間を超過するほどであった。また、参加者アンケートの満足度におけ
ット依存～現状とこれから～」と題して、ゲーム・ネット依存の現状や る回答については、「とてもよかった」が38.9%「よかった」が56.5%で
治療、スマホ世代の子どもたちとどう向き合い、どう関わるかについて あった。アンケートの自由記入欄には、多くの意見が寄せられ関心の高
講演会を開催した。 さがうかがえた。
　■開催日　令和2年1月18日（土）
　■参加者　200人
 ・９月の自殺予防週間や３月の自殺対策強化月間において広報誌等で
の啓発を行った。
 ・研修会については、隔年で開催しており、平成31年度は実施してい
ない。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01911 地域自殺対策緊急強化事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
  自殺が個人の問題でなく社会全体の問題として認識されるよう継続

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
して普及啓発をしていく必要がある。また、市民や関係者が自殺予防
や心の健康づくりに関する知識を深め、悩んでいる人に気づき、声を

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 かけ、話を聞いて、必要な支援につなげるなど、見守るゲートキーパ
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 ーの養成は、自殺対策に不可欠である。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
  自殺対策関係者研修会(ゲートキーパー養成)を実施し、自殺や心の悩みのサインに気づき、適切な対応をと
るための知識や心構えについての研修会を行うことで、相談を必要としている人を適切な相談窓口へつなげる
ことが期待できる。
  健康きりしま21(第３次)の休養・こころの健康分野で行ってきた自殺対策について、自殺対策基本法に基づ（２）令和 2年度の改革改善の内容
き、自殺対策計画を策定する。　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

  自殺対策計画に基づき、自殺が個人の問題でなく社会全体の問題として認識されるよう普及啓発を継続して
いく必要があるため、こころの健康づくり講演会を実施し、自殺予防に関する正しい知識やこころの健康を維
持するためのセルフケアの知識や実践方法についての周知を図る。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01911 地域自殺対策緊急強化事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                100                 10                 70
０９ 旅 費                  0                  2                 14
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  2                  2                192

消 耗 品 費                  2                  2                 53
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                139
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               102                 14                276計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  6                137
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                102                  8                139
計                102                 14                276

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         104
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         104

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01915 地域のひろば推進事業（健康生きがいづくり型）事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松　弘明
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 健康づくり推進グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 内線２１７３
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）□期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）平成29年度 ～ 令和 2年度■
目 06 食育健康推進費  根拠法令・条例等 健康増進法

評価区分 標準評価 評価対象 ２次評価 関連計画 健康きりしま２１

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　地域の健康生きがいづくり活動、現状等を検証し、具体的な目標を掲げて地域の健康課題に沿った活動を実施しようとする地区自治公民館に対
し補助する。
○　対　　　象：地区自治公民館（健康生きがいづくり推進モデル事業終了後3年以内の地区自治公民館）
○　補助金額：１地区１０万円を上限とする。（３年間）
○　補助対象活動：食育・食生活、身体活動・運動、生活習慣・がん予防、飲酒・喫煙、休養・こころの健康、歯・口の健康、その他健康いきが
いづくりに関する活動
※　活動の必須目標設定項目：「特定健診の受診率向上」「運動習慣者の増加」「地域独自の目標」の３つ

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

地区自治公民館数 地区自治公民館ア 89 89 89 89 0
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

地区自治公民館 地域のひろば推進事業（健康生きがいづくり
型）に取り組んでいる地区自治公民館数

地区自治公民館ア 28 24 14 20 0
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
自主・自立的に健康生きがいづくりを行う地域のひろば推進事業（健康生きがいづくり

型）活動の参加者数（延べ） 人ア 11,935 10,230 8,273 8,525 0
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　これまでの健康生きがいづくり事業で保健師が担っていたサポート業

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0務が無くなり、地域の健康づくり・生きがいづくりにおける地域の自主
性がこれまで以上に必要とされる。地域が自主的に補助金の運営を判断 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0できるように、補助金の使途や運営上の注意点などを、これまで以上に
わかりやすく住民へ示す為のマニュアル的な資料の充実を進めるととも 地 方 債 千円 0 0 0 0 0に、より住民が利用しやすい事業とするために、必要な範囲でより弾力
的な運用に努める。 そ の 他 千円 2,676 2,000 2,000 1,000 0

一 般 財 源 千円 0 400 △726 500 0
事業費 千円 2,676 2,400 1,274 1,500 0

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

１４地区自治公民館による本事業の講話や体操教室等の事業実施数。 ・１４地区が本事業を実施し、地域における健康生きがいづくりの意識
が高まった。

１３６回実施、延べ参加者数８,２７３名。 ・事業を実施することで、市民に「外出の機会の増加」「運動の習慣化
」という健康づくりへの取組がみられた。
・地域間で顔を合わせる機会も増加したことにより、地域の絆の形成に
寄与した。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01915 地域のひろば推進事業（健康生きがいづくり型）
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ □向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ ■向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
令和２年度が当事業を実施できる最終年度となる。

ＣＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
令和３年度以降は、地域のひろば推進事業(介護予防型)【長寿・障害
福祉課】への参加を促進していく。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦ レの方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
健康生きがいづくり事業で保健師が担っていたサポート業務が無くなり、地域の健康づくり・生きがいづくり
における地域の自主性がこれまで以上に必要とされる。地域が自主的に補助金の運営を判断できるように、補
助金の使途や運営上の注意点などを、これまで以上にわかりやすく住民へ示す為のマニュアル的な資料の充実
を進めるとともに、より住民が利用しやすい活動とするために、他の地区が行っている活動の紹介や運動普及（２）令和 2年度の改革改善の内容
推進員や食生活改善推進員の活用などの紹介をし、弾力的な運用に努める。　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

令和２年度が当事業を実施する最終年度となるため、令和３年度以降は、地域のひろば推進事業(介護予防型)
【長寿・障害福祉課】への参加を促進していく。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名 保健福祉部長　西田　正志
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦ レの方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
令和２年度が当事業を実施する最終年度となるため、令和３年度以降は、地域のひろば推進事業(介護予防型)
【長寿・障害福祉課】への参加を促進していく。

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01915 地域のひろば推進事業（健康生きがいづくり型）
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金              1,274              1,500                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,274              1,500                  0計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他              2,000              1,000                  0

一 般 財 源               -726                500                  0
計              1,274              1,500                  0

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       2,400
その他 地域福祉(地域振興)基金利子補正予算        2,000           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       2,400

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計        2,000
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01916 健康運動普及推進員支援事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松 弘明
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 健康づくり推進グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 内線2172
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成 5年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 06 食育健康推進費  根拠法令・条例等 健康増進法 第3条

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
市民を対象に、健康寿命の延伸や介護予防等を目的として、地域のひろば推進事業や団体の自主活動などを通じて健康運動（運動・身体活動の推
進に関する知識とその実践）の推進をしている健康運動普及推進員会の活動に対して補助金を交付する。
[養成]平成５年度から健康運動普及推進員の養成講座を開催し委嘱した。養成講座は平成２３年度まで実施。
[内容〕　①地域での自主的な推進活動　　②地域のひろば推進事業での運動の普及 ③いきいきサロン等での運動やレクレーションの実施 ④貯
筋運動教室の開催 ⑤市民健康講座や健康福祉まつり等への協力や参加　⑥自主研修会（全体会年６回、各地区会年１回）
[補助金]　１回/年　（13,000円×推進員会員数）主に研修会の講師料や活動手当として使われる。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

活動日数（延べ） 日ア 634 578 646 578 578
活動人数(延べ) 人イ 1,935 2,072 1,832 2,000 2,000

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

健康運動普及推進員 会員数 人ア 69 69 69 74 65
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

活動が活発になる 推進員が運動普及した市民の数 人ア 13,995 10,000 10,997 10,000 10,000
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

貯筋運動への取り組みが２年目になり、ほとんどの推進員が指導者の資

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0格を持ち、地域で貯筋運動を推進していく基礎が整いつつあるが、地域
のひろば推進事業の活動も増加しており今後地域からの要望にどれだけ 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0応えられるか、今後も地域から派遣を依頼してもらえるよう、推進員の
さらなる資質向上に向けた支援を行う。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 897 962 897 936 845

事業費 千円 897 962 897 936 845

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

①研修会等：実施回数…7回　・活動人数 延…328人 貯筋運動指導者講習会や研修会の開催など推進員の資質向上の支援を行
②地域自主活動：実施回数…94回　・活動人数 延…535人 い、推進員主体で貯筋運動教室の開催に至った。貯筋運動教室終了後は
③地域のひろば推進事業 、参加者有志の貯筋運動サークルとして貯筋運動が継続されており、推
：実施回数…366回　・活動人数延…563人  ・普及人数 延…7,885人 進員が指導を継続している。
④いきいきサロン
：実施回数…112回　・活動人数延…178人　・普及人数 延…1,255人
⑤その他の活動等
：実施回数…43回　・活動人数延…80人    ・普及人数 延…1,677人
⑥貯筋運動に関する活動
：実施回数…12回　・活動人数延…48人    ・普及人数 延…180人
⑦役員会
 :実施回数…12回  ・活動人数延…100人
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01916 健康運動普及推進員支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
健康運動普及推進員の活動が活発になることで、市民が主体的な運動

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
による健康づくりに取り組む契機となるため、市民の健康づくりを推
進していくためには支援が不可欠である。補助金の主な支出は、地域

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 での活動を行うための研修会費であるため、推進員の資質向上や地域
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 での推進活動を行っていくためには補助金の削減はできない。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
  健康運動普及推進員主催の貯筋運動教室について、貯筋運動に取り組む市民を増やすために、市内６か所で
開催するとともに、市民が利用しやすい教室を運営するため推進員の資質向上に向けた支援を行う。
 また、推進員、参加者ともに高齢者が多いため、感染予防に心がけ、新型コロナウイルスの感染状況によっ
ては、活動制限や自粛を行っていく。（２）令和 2年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

  貯筋運動の推進によるフレイル予防や運動習慣者を増やすために、健康運動普及推進員による地域での継続
的な活動が今後も不可欠である。退会による推進員の減少や推進員の高齢化による活動への制限も危惧される
ため新規推進員の養成を検討していく。
※フレイル＝心身の機能が低下した状態で、①低栄養・口腔機能低下、運動器障害等の身体的フレイル　②軽（３）令和 3年度の方向性
度認知障害、認知症、うつなどの精神・心理的フレイル　③閉じこもり、孤立、孤食などの社会的フレイルの　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）
３つの要素が互いに影響しあう。適切な介入・支援により再び健康な状態に戻ることが可能といわれている。

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01916 健康運動普及推進員支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                897                936                845
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               897                936                845計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                897                936                845
計                897                936                845

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         962
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         962

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01918 食生活改善推進員連絡協議会運営支援事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松 弘明
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 健康づくり推進グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 2172
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和48年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 06 食育健康推進費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市食育推進計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
市民を対象に健康づくりと食育の推進を行っている霧島市食生活改善推進員連絡協議会の活動を支援するために補助金を交付する。
【内容】
①地域での活動（生活習慣病予防・食育教室等）
②行政が行う事業での活動（地域のひろば推進事業・離乳食教室等）
③市民健康講座や健康福祉まつり等への協力や参加
④自主研修会（全体会年２回、各地区定例会３回）
【補助金】
１回/年（18,000円×推進員数）主に活動手当として使われる。平成31年度は会員数104名。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

活動日数(延べ) 日ア 594 550 712 550 550
活動人数（延べ） 人イ 1,723 2,000 1,523 1,700 1,800

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 124,785 126,230 124,367 126,490 123,908
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
市民に食を通した健康づくりを学習しても
らう

健康づくりの知識を学んだ人数（延べ）人ア 19,173 21,000 21,484 22,000 22,000
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

平成３０年度からの５か年計画である「健康きりしま２１（第３次）」

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0に基づき、食育の推進を図る。食生活改善推進員が地域でのフレイル予
防の食事支援の活動に生かせるよう「フレイル予防の手引き」を活用し 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0た研修会等を開催していく。地域のひろば推進事業での食生活改善推進
員の活動を増やせるよう活動をPRしていく。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 1,926 1,908 1,872 1,872 1,800

事業費 千円 1,926 1,908 1,872 1,872 1,800

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

食を通じた健康づくりの知識を学んだ人数:21,484人 平成31年度の食育の取組目標である「主食・主菜・副菜をそろえたバラ
(男性料理教室、親子クッキング、地域のひろば推進事業、日本食生活 ンスのよい食生活」に合わせた料理教室等規則正しい食生活の普及・啓
協会・県委託事業等:712回) 発に取り組んだ。また、市内店頭での「食育の日」のPR活動及び健康福
・地域のひろば推進事業（健康生きがいづくり型） 祉まつりでの郷土料理や地産地消の普及・啓発を行い、市民の健康づく
　活動回数： 3回  参加者数：160人 りに寄与した。
・地域のひろば推進事業（介護予防・健康づくり型） 国体リハーサル大会で、手作りの郷土菓子をふるまうボランティア活動
　活動回数：22回  参加者数：388人 を通して、地産地消の推進が図れた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01918 食生活改善推進員連絡協議会運営支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
霧島市食育推進計画では、食育の推進のために食生活改善推進員の役

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
割が重要であり、食生活改善推進員連絡協議会運営の支援を行うこと
は、健康づくりに取り組みやすい環境が整い推進員の活動が活発にな

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 り、食を通した健康づくりの推進につながる。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
健康きりしま21(第３次)計画に基づき、食育の推進を図る。
新型コロナウイルス感染予防の新しい生活様式の基準に合わせた活動方法で、令和２年度の食育の取組「肥満
予防等のため、健康的な食に関する情報提供と噛むことの大切さの普及促進」「地場産物の積極的な利用の促
進」「霧島の伝統料理の普及」などを食生活改善推進員の地域活動を通してPRしていく。（２）令和 2年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

他市町の協議会活動内容を参考に事業内容を充実させ、食生活改善推進員の活動を増やす。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01918 食生活改善推進員連絡協議会運営支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金              1,872              1,872              1,800
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,872              1,872              1,800計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              1,872              1,872              1,800
計              1,872              1,872              1,800

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       1,908
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       1,908

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01919 食育推進事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松 弘明
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 健康づくり推進グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 2172
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成18年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 06 食育健康推進費  根拠法令・条例等 食育基本法第10条

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市食育推進計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　食育とは、食に関する知識と食を選択する力を身につけ、健全な食生活を実践するための学習等の取組のことを指す。食育の取組を総合的かつ
計画的に推進する指針を定めた霧島市食育推進計画に基づき食育推進事業を行っている。
（事業内容）
１．行事食・郷土料理など霧島の食文化の普及啓発
２.「食育月間」「食育の日」等イベント活動・食育イベントへの参加
３．きりしま版食事バランスガイドの活用の推進
４．幼稚園、保育園、小中学校、保健委員会、公民館等での講話や栄養相談
５．広報紙やホームページを使用した啓発活動

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

実施回数（食育イベント・出前講座・健康福祉まつり等） 回ア 17 20 36 20 20
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 124,785 126,230 124,367 124,181 123,908
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
食育に関する意識を向上させる。食育に関連した事業への参加人数人ア 3,194 3,300 2,519 3,000 3,100

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

平成３０年度に作成した食育推進リーフレット「こころも身体も元気に

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0なる食事」を活用し、２０１９年度の年度ごとの取組として①主食・主
菜・をそろえたバランスのよい食生活（日本型食生活）の推進　②地場 県 支 出 金 千円 150 125 0 106 134産物の積極的利用の推進　③共食の推進（孤食対策）を図る。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 156 134 258 107 134

事業費 千円 306 259 258 213 268

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

食育イベント：4回　638人 健康きりしま２１（第３次）における「栄養・食生活改善と食育推進」
健康福祉まつり：１回　食育アンケート　1,000人、ブース来場者　427 の健康づくり分野を食育推進計画に基づき推進を図った。
人 食育講話（出前講座）や地域健康生きがいづくり事業の取り組み地区数
食育講話：4回　179人 の減少等で依頼が減少し、実施回数実績が少なくなった。しかしながら
おやこ料理教室:1回 37人 、食生活改善推進員と協働して市内店舗での食育の日のPR活動、未就学
生活習慣病予防料理教室:1回 36人 児を持つ親子の料理教室、若い世代(専門学校生)を対象に生活習慣病の
地域のひろば推進事業（健康生きがいづくり型） 3回　  160人 料理教室に取組み、健全な食生活をおくるための食育推進を図った。ま
　　　　　　　　　　（介護予防型）          22回　　388人 た、健康福祉まつりでは、食生活改善推進員と共に郷土料理のふるまい

、レシピ配布、減塩についての普及啓発など内容の充実が図られた。
　また、リーフレット「きりしま版食事バランスガイド」の料理例を見
やすく修正し、活用の推進を図った。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01919 食育推進事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
食育基本法第10条に地方公共団体の責務として食育の推進が規定され

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
ており、食育推進事業を行うことで市民の食育に関する意識が向上し
、正しい食生活の意識を持ち実践することに結びつく。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
健康きりしま21(第３次)の「栄養・食生活改善と食育推進」の目標に合わせた令和２年度の食育に関した取組
として①肥満予防等のため、健康的な食に関する情報提供と噛むことの大切さの普及啓発 ②地場産物の積極
的利用の推進 ③霧島の伝統料理の普及などを行っていくが、新型コロナウイルス対策の新しい生活様式も勘
案し、ホームページ等を使用した啓発活動なども行う。（２）令和 2年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

健康きりしま21(第３次)の「栄養・食生活改善と食育推進」の目標に合わせて事業内容を検討し、食育に関し
た事業の参加者を増やす。①低栄養予防、フレイル予防の啓発 ②地場産物の積極的利用の推進 ③食事マナー
・作法の啓発などを行う。

（３）令和 3年度の方向性
※フレイル＝心身の機能が低下した状態で、①低栄養・口腔機能低下、運動器障害等の身体的フレイル　②軽　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）
度認知障害、認知症、うつなどの精神・心理的フレイル　③閉じこもり、孤立、孤食などの社会的フレイルの
３つの要素が互いに影響し合う。適切な介入・支援により再び健康な状態に戻ることが可能といわれている。

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01919 食育推進事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                 29                 29                 29
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                229                184                239

消 耗 品 費                 83                 84                 85
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                146                100                154
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               258                213                268計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                106                134
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                258                107                134
計                258                213                268

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         259
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         259

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01921 フッ化物洗口事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松　弘明
施策名 002 安心して子どもを産み育てられる環境の充実 グループ 保健予防グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 妊娠期から乳幼児期までの切れ目のない支援の充実 内線番号 2161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成13年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 06 食育健康推進費  根拠法令・条例等 フッ化物洗口ガイドライン（厚生労働省医政局長・健康局長通知）

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21（第３次）

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　保育園、幼稚園及び認定こども園において、保護者の同意の得られた4歳・5歳児（年中・年長児）に対して、毎日の給食後の歯みがき後や保育
活動の合間にフッ化物によるブクブクうがいを行うことで、幼児期より増加しているむし歯を予防し、子どもの歯と口の健康の保持増進を図る。
　また、フッ化物洗口による効果等について、歯科医師や歯科衛生士、保健師等が保育園等の職員や保護者に対し説明を行い、歯科衛生士が園児
の実施状況を確認して、歯科保健指導を行う。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

フッ化物洗口を受けた園児数（実） 人ア 1,473 1,500 1,597 1,530 1,530
実施園数 箇所イ 35 37 38 41 41

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
保育園・幼稚園・認定こども園の4～5歳児 4～5歳児の人口 人ア 2,361 2,400 2,302 2,450 2,450
保育園・幼稚園・認定こども園市内の4～5歳児在園の保育園・幼稚園・認定

こども園数 園イ 53 53 52 53 52
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

むし歯を減らす むし歯有病者率（４～５歳児） ％ア 37.70 36 33.30 35 35
保育園・幼稚園・認定子ども園保育園・幼稚園・認定子ども園のフッ化物洗

口事業の実施率 ％イ 66 70 73.10 72 72
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　安心して妊娠・出産や子育てができるよう、妊婦や乳幼児を対象とした健康診査・健康相談・訪問指導、特定不妊治療等への支援、産後ケアな
どの支援体制の充実を図ります。
　また、地域子育て支援センターの機能充実や周知広報に努めるとともに、「霧島市こどもセンター」を核として、各地区の子育て支援センター
との連携を強化します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

フッ化物洗口事業を実施する小学校も増加しており、同様に幼児期にお

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0ける実施園を増やしていく。そのため、引き続き未実施園に事業の目的
など必要性を説明していく。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0また、歯科医師会との連携を強化し、未実施園については園医である歯
科医師からも働きかけてもらうよう努める。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 1,292 1,140 1,116 1,269 1,269

事業費 千円 1,292 1,140 1,116 1,269 1,269

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

令和元年度実施園　38園／52園中　（実施率　73.1％） 未実施園に対して事業の趣旨等の説明のため訪問するなど、実施園の拡
充に努めたことで、実施園が3園増加した。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01921 フッ化物洗口事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
保育園等の年中・年長児を対象としており、対象者は毎年変わること

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
から、未就学児へのむし歯予防対策として、継続して実施することが
必要である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
全ての園での事業実施となるよう、未実施園に対して事業の目的や必要性等を説明していく。
また、歯科医師会との連携を強化し、園医である歯科医師からも働きかけてもらうよう努める。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

全ての園での事業実施となるよう、未実施園には引き続き事業の必要性等を説明するともに、事業依頼をして
いく。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評

IP27P041



担当部 保健福祉部事務事業 事務01921 フッ化物洗口事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                471                516                516
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                645                753                753

消 耗 品 費                620                713                713
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                 25                 40                 40
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,116              1,269              1,269計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              1,116              1,269              1,269
計              1,116              1,269              1,269

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       1,140
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0          -9
予算合計            0       1,131

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 02217 粉ミルク支給事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 小松  弘明
施策名 002 安心して子どもを産み育てられる環境の充実 グループ 保健予防グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 妊娠期から乳幼児期までの切れ目のない支援の充実 内線番号 2162
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成28年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 母子保健費  根拠法令・条例等 霧島市粉ミルク支給事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　HTLV－１（ヒトＴ細胞白血病ウイルス-1型）抗体陽性である母親から出生した児、他の病気等で母乳を与えられない母親から出生した児、また
、多胎児世帯(一人目をのぞく二人目以降)の児、出生体重が2,000ｇ以下（市民税非課税世帯）の児に対して、経済的負担の軽減を図り、子育て
支援の一環として、一か月3,000円の粉ミルク券を1歳の誕生月まで支給する。(1,000円券×3×12か月)
　給付希望者は、申請書、母子健康手帳の写しや、診断書等を提出する。市が審査を行い、適切であると認められた場合に給付券を発行し支給開
始となる。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

妊婦健康診査受診者数（延べ） 人ア 12,894 13,000 12,451 13,500 13,500
HTL-V１抗体検査（妊婦健康診査より） 人イ 1,066 1,100 986 1,150 1,150
多胎児の妊婦数 人ウ 11 13 11 13 13

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
粉ミルク支給対象児をもつ養育者粉ミルク支給券申請者数 人ア 19 43 28 35 35

イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

経済的負担の軽減 利用額（枚数） 枚ア 894 1,500 927 1,200 1,200
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　安心して妊娠・出産や子育てができるよう、妊婦や乳幼児を対象とした健康診査・健康相談・訪問指導、特定不妊治療等への支援、産後ケアな
どの支援体制の充実を図ります。
　また、地域子育て支援センターの機能充実や周知広報に努めるとともに、「霧島市こどもセンター」を核として、各地区の子育て支援センター
との連携を強化します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

HTLV-1抗体陽性や母親の病気による対象者の把握は難しいが、周知を徹

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0底するよう努める。また、比較的把握がしやすい多胎児の対象の方は、
対象者全員に申請していただけるよう、今後も周知啓発を徹底していく 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0。
市民の利便性を向上させるため、利用できる事業所(粉ミルク販売店)を 地 方 債 千円 0 0 0 0 0増やしていく。
また、2019年度から、『鹿児島県HTLV－１等母乳を介する母子感染対策 そ の 他 千円 800 1,500 800 1,200 1,200推進事業』が開始されたため、HTLV-1抗体陽性の母親からの申請があっ
た場合は、県の粉ミルク助成事業の紹介も行う。 一 般 財 源 千円 98 63 48 74 74

事業費 千円 898 1,563 848 1,274 1,274

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成31年度 市の広報誌への掲載や小児科、産婦人科でのポスター掲示など、広く市
申請者　　　　　28人 民への周知に努め、市民や取り扱い店舗に対して利用に関する通知を行
利用枚数    　 927枚 うことで、スムーズに利用ができるように努めた。

また、母子健康手帳交付時にすべての妊婦に説明を行い、周知を図った
。今年度はすべての多胎児が申請した。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務02217 粉ミルク支給事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
対象者は、母親の病気等により母乳を与えられない乳児や、多胎児等

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
であり、粉ミルク支給券を交付することで、経済的負担が軽減される
ため継続していくことが適当である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
HTLV-1抗体陽性や母親の病気による対象者の把握は難しいが、周知を徹底するよう努める。また、把握しやす
い多胎児の対象には、対象者全員に申請していただけるよう促していく。
市民の利便性を向上させるため、利用できる事業所(粉ミルク販売店)を増やしていく。
また、2019年度から、『鹿児島県HTLV－１等母乳を介する母子感染対策推進事業』が開始されたため、HTLV-1（２）令和 2年度の改革改善の内容
抗体陽性の母親からの申請があった場合は、県の粉ミルク助成事業の紹介も行う。　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

すべての対象者に粉ミルク支給券を交付できるように、周知を徹底していく。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評

IP27P041



担当部 保健福祉部事務事業 事務02217 粉ミルク支給事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 11                 11                 11

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                 11                 11                 11
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  4                  3                  3
通 信 運 搬 費                  4                  3                  3
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                833              1,260              1,260
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               848              1,274              1,274計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                800              1,200              1,200

一 般 財 源                 48                 74                 74
計                848              1,274              1,274

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       1,563
その他 ふるさときばいやんせ基金繰入金補正予算          800        -545

補正第８号            0        -545
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       1,018

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計          800
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